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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　プラスチックレンズ基材と、該プラスチックレンズ基材の少なくとも一方の面に形成さ
れたハードコート層とを有するプラスチックレンズであって、
　該プラスチックレンズ基材が、ポリアミド系樹脂、ポリカーボネート系樹脂、アクリル
系樹脂、アリル系樹脂、ウレタン系樹脂、及びチオウレタン系樹脂からなる群から選ばれ
る少なくとも１種の樹脂を含み、
　該プラスチックレンズ基材を構成する樹脂の屈折率が１．４９～１．５９であり、
　該ハードコート層が、下記のポリオルガノシルセスキオキサンを含む硬化性組成物の硬
化物であり、かつ該硬化性組成物の固形分全量（１００重量％）に対する該ポリオルガノ
シルセスキオキサンの含有量が８０重量％以上であることを特徴とする、プラスチックレ
ンズ：
　下記式（１）

【化１】

［式（１）中、Ｒ1は、脂環エポキシ基を含有する基を示す。］
で表される構成単位を有し、下記式（Ｉ）
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【化２】

［式（Ｉ）中、Ｒaは、脂環エポキシ基を含有する基、置換若しくは無置換のアリール基
、置換若しくは無置換のアラルキル基、置換若しくは無置換のシクロアルキル基、置換若
しくは無置換のアルキル基、置換若しくは無置換のアルケニル基、又は水素原子を示す。
］
で表される構成単位と、下記式（ＩＩ）

【化３】

［式（ＩＩ）中、Ｒbは、脂環エポキシ基を含有する基、置換若しくは無置換のアリール
基、置換若しくは無置換のアラルキル基、置換若しくは無置換のシクロアルキル基、置換
若しくは無置換のアルキル基、置換若しくは無置換のアルケニル基、又は水素原子を示す
。Ｒcは、水素原子又は炭素数１～４のアルキル基を示す。］
で表される構成単位のモル比［式（Ｉ）で表される構成単位／式（ＩＩ）で表される構成
単位］が５以上５００以下であり、シロキサン構成単位の全量（１００モル％）に対する
上記式（１）で表される構成単位及び下記式（４）
【化４】

［式（４）中、Ｒ1は、式（１）におけるものと同じ。Ｒcは、式（ＩＩ）におけるものと
同じ。］
で表される構成単位の割合が５５～１００モル％であり、数平均分子量が１０００～５０
０００、分子量分散度（重量平均分子量／数平均分子量）が１．０～４．０であるポリオ
ルガノシルセスキオキサン。
【請求項２】
　前記ポリオルガノシルセスキオキサンが、さらに、下記式（２）
【化５】

［式（２）中、Ｒ2は、置換若しくは無置換のアリール基、置換若しくは無置換のアラル
キル基、置換若しくは無置換のシクロアルキル基、置換若しくは無置換のアルキル基、又
は、置換若しくは無置換のアルケニル基を示す。］
で表される構成単位を有する請求項１に記載のプラスチックレンズ。
【請求項３】
　前記Ｒ2が、置換若しくは無置換のアリール基である請求項２に記載のプラスチックレ
ンズ。
【請求項４】
　前記脂環エポキシ基を含有する基が、下記式（１ａ）
【化６】

［式（１ａ）中、Ｒ1aは、直鎖又は分岐鎖状のアルキレン基を示す。］
で表される基、又は、下記式（１ｂ）
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【化７】

［式（１ｂ）中、Ｒ1bは、直鎖又は分岐鎖状のアルキレン基を示す。］
で表される基である請求項１～３のいずれか１項に記載のプラスチックレンズ。
【請求項５】
　前記硬化性組成物が、さらに、硬化触媒を含む請求項１～４のいずれか１項に記載のプ
ラスチックレンズ。
【請求項６】
　前記硬化触媒が光カチオン重合開始剤である請求項５に記載のプラスチックレンズ。
【請求項７】
　前記硬化触媒が熱カチオン重合開始剤である請求項５に記載のプラスチックレンズ。
【請求項８】
　前記硬化性組成物が、さらに、ビニルエーテル化合物を含む請求項１～７のいずれか１
項に記載のプラスチックレンズ。
【請求項９】
　前記硬化性組成物が、さらに、分子内に水酸基を有するビニルエーテル化合物を含む請
求項１～８のいずれか１項に記載のプラスチックレンズ。
【請求項１０】
　前記プラスチックレンズ基材が、ポリアミド系樹脂を含む請求項１～９のいずれか１項
に記載のプラスチックレンズ。
【請求項１１】
　前記プラスチックレンズ基材が、偏光レンズである請求項１～１０のいずれか１項に記
載のプラスチックレンズ。
【請求項１２】
　前記プラスチックレンズ基材が、偏光膜と、該偏光膜の少なくとも一方の面に積層され
た保護フィルムを有する偏光レンズであって、
　該保護フィルムが、ポリアミド系樹脂、ポリカーボネート系樹脂、アクリル系樹脂、ア
リル系樹脂、ウレタン系樹脂、及びチオウレタン系樹脂からなる群から選ばれる少なくと
も１種の樹脂を含む請求項１～１１のいずれか１項に記載のプラスチックレンズ。
【請求項１３】
　前記保護フィルムが、ポリアミド系樹脂を含む請求項１２に記載のプラスチックレンズ
。
【請求項１４】
　眼鏡、またはサングラス用レンズである請求項１～１３のいずれか１項に記載のプラス
チックレンズ。
【請求項１５】
　請求項１４に記載のプラスチックレンズを有する眼鏡、またはサングラス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、眼鏡やサングラス等に使用されるプラスチックレンズに関する。より詳細に
は、プラスチックレンズ基材と、該プラスチックレンズ基材の表面に形成されたハードコ
ート層を有するプラスチックレンズに関する。
【背景技術】
【０００２】
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　一般に、眼鏡やサングラス等に使用されるプラスチックレンズの表面においては、表面
硬度や耐擦傷性を付与するためにハードコート層が形成されている。このようなハードコ
ート層としては、従来、メチルトリエトキシシランの重縮合物などを配合したシリコーン
系ハードコート剤が使用されている（例えば、特許文献１）。しかしながら、従来のシリ
コーン系ハードコート剤から形成されたハードコート層の屈折率は１．４程度と低く、中
屈折率に分類されるプラスチックレンズ基材（例えば、屈折率１．４９～１．６１程度）
にコートした場合、レンズ基材とハードコート層の屈折率の差による干渉縞が発生し、外
観上好ましくないという問題が生じている。
【０００３】
　干渉縞発生の問題を解決するために、ハードコート剤に高屈折率を有する酸化チタンや
酸化ジルコニウム等の無機酸化物粒子を配合する技術が提案されている（例えば、特許文
献２）。しかしながら、このような高屈折率の無機酸化物粒子は高価であるためコストが
高くなり、また、無機酸化物粒子を配合したハードコート層は紫外線の照射を受けて青色
や黄色に変色したり、屈曲性などの機械特性が低下するという問題があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特公昭６０－３０７１２号公報
【特許文献２】特開２０１０－２７０１９１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　従って、本発明の目的は、高い表面硬度や耐擦傷性を示すハードコート層を有しながら
、かつ干渉縞の発生が抑制されたプラスチックレンズを提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者らは、上記課題を解決すべく鋭意検討した結果、特定のプラスチックレンズの
ハードコート層として、脂環エポキシ基を含むシルセスキオキサン構成単位（単位構造）
を有するポリオルガノシルセスキオキサンを特定量含む硬化性組成物（ハードコーティン
グ剤）を使用すると、高価な高屈折率の無機酸化物粒子などを配合しなくてもハードコー
ト層の屈折率が高くなり、さらにポリオルガノシルセスキオキサンの特定の構造の割合（
Ｔ３体とＴ２体の割合、脂環エポキシ基を含むシルセスキオキサン構成単位の割合）が特
定範囲に制御され、かつ数平均分子量及び分子量分散度が特定範囲に制御することにより
高い表面硬度、耐擦傷性が付与され、レンズ用ハードコートとしての品質をバランスよく
有しながら、干渉縞の発生が抑制された高性能のプラスチックレンズを経済的に製造でき
ることを見出した。本発明は、これらの知見に基づいて完成されたものである。
【０００７】
　すなわち、本発明は、プラスチックレンズ基材と、該プラスチックレンズ基材の少なく
とも一方の面に形成されたハードコート層とを有するプラスチックレンズであって、
　該プラスチックレンズ基材が、ポリアミド系樹脂、ポリカーボネート系樹脂、アクリル
系樹脂、アリル系樹脂、ウレタン系樹脂、及びチオウレタン系樹脂からなる群から選ばれ
る少なくとも１種の樹脂を含み、
　該ハードコート層が、下記のポリオルガノシルセスキオキサンを含む硬化性組成物の硬
化物であり、かつ該硬化性組成物の固形分全量（１００重量％）に対する該ポリオルガノ
シルセスキオキサンの含有量が８０重量％以上であることを特徴とする、プラスチックレ
ンズを提供する：
　下記式（１）
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【化１】

［式（１）中、Ｒ1は、脂環エポキシ基を含有する基を示す。］
で表される構成単位を有し、下記式（Ｉ）
【化２】

［式（Ｉ）中、Ｒaは、脂環エポキシ基を含有する基、置換若しくは無置換のアリール基
、置換若しくは無置換のアラルキル基、置換若しくは無置換のシクロアルキル基、置換若
しくは無置換のアルキル基、置換若しくは無置換のアルケニル基、又は水素原子を示す。
］
で表される構成単位と、下記式（ＩＩ）

【化３】

［式（ＩＩ）中、Ｒbは、脂環エポキシ基を含有する基、置換若しくは無置換のアリール
基、置換若しくは無置換のアラルキル基、置換若しくは無置換のシクロアルキル基、置換
若しくは無置換のアルキル基、置換若しくは無置換のアルケニル基、又は水素原子を示す
。Ｒcは、水素原子又は炭素数１～４のアルキル基を示す。］
で表される構成単位のモル比［式（Ｉ）で表される構成単位／式（ＩＩ）で表される構成
単位］が５以上５００以下であり、シロキサン構成単位の全量（１００モル％）に対する
上記式（１）で表される構成単位及び下記式（４）
【化４】

［式（４）中、Ｒ1は、式（１）におけるものと同じ。Ｒcは、式（ＩＩ）におけるものと
同じ。］
で表される構成単位の割合が５５～１００モル％であり、数平均分子量が１０００～５０
０００、分子量分散度（重量平均分子量／数平均分子量）が１．０～４．０であるポリオ
ルガノシルセスキオキサン。
【０００８】
　前記プラスチックレンズにおいて、前記ポリオルガノシルセスキオキサンは、さらに、
下記式（２）
【化５】

［式（２）中、Ｒ2は、置換若しくは無置換のアリール基、置換若しくは無置換のアラル
キル基、置換若しくは無置換のシクロアルキル基、置換若しくは無置換のアルキル基、又
は、置換若しくは無置換のアルケニル基を示す。］
で表される構成単位を有していてもよい。
【０００９】
　前記プラスチックレンズにおいて、前記Ｒ2は、置換若しくは無置換のアリール基であ
ってもよい。
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【００１０】
　前記プラスチックレンズにおいて、前記脂環エポキシ基は、下記式（１ａ）
【化６】

［式（１ａ）中、Ｒ1aは、直鎖又は分岐鎖状のアルキレン基を示す。］
で表される基、又は、下記式（１ｂ）
【化７】

［式（１ｂ）中、Ｒ1bは、直鎖又は分岐鎖状のアルキレン基を示す。］
で表される基であってもよい。
【００１１】
　前記プラスチックレンズにおいて、前記硬化性組成物は、さらに、硬化触媒を含んでい
てもよい。
【００１２】
　前記プラスチックレンズにおいて、前記硬化触媒は光カチオン重合開始剤であってもよ
い。
【００１３】
　前記プラスチックレンズにおいて、前記硬化触媒は熱カチオン重合開始剤であってもよ
い。
【００１４】
　前記プラスチックレンズにおいて、前記硬化性組成物は、さらに、ビニルエーテル化合
物を含んでいてもよい。
【００１５】
　前記プラスチックレンズにおいて、前記硬化性組成物は、さらに、分子内に水酸基を有
するビニルエーテル化合物を含んでいてもよい。
【００１６】
　前記プラスチックレンズにおいて、前記プラスチックレンズ基材は、ポリアミド系樹脂
を含んでいてもよい。
【００１７】
　前記プラスチックレンズにおいて、前記プラスチックレンズ基材は、偏光レンズであっ
てもよい。
【００１８】
　前記プラスチックレンズにおいて、前記プラスチックレンズ基材は、偏光膜と、該偏光
膜の少なくとも一方の面に積層された保護フィルムを有する偏光レンズであって、
　該保護フィルムは、ポリアミド系樹脂、ポリカーボネート系樹脂、アクリル系樹脂、ア
リル系樹脂、ウレタン系樹脂、及びチオウレタン系樹脂からなる群から選ばれる少なくと
も１種の樹脂を含んでいてもよい。
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【００１９】
　前記プラスチックレンズにおいて、前記保護フィルムは、ポリアミド系樹脂を含んでい
てもよい。
【００２０】
　前記プラスチックレンズは、眼鏡、またはサングラス用レンズであってもよい。
【００２１】
　また、本発明は、前記プラスチックレンズを有する眼鏡、またはサングラスを提供する
。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明のプラスチックレンズは上記構成を有するため、高い表面硬度、耐擦傷性を示し
ながら、干渉縞の発生が抑制され、かつコストパフォーマンスに優れる。従って、本発明
のプラスチックレンズは、眼鏡やサングラスのレンズとして好適に使用することができる
。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
［プラスチックレンズ］
　本発明のプラスチックレンズ（特に、眼鏡、又はサングラス用プラスチックレンズ）は
、プラスチックレンズ基材と、該プラスチックレンズ基材の少なくとも一方の面に形成さ
れたハードコート層（以下、「本発明のハードコート層」と称する場合がある）とを有し
、
　該プラスチックレンズ基材が、ポリアミド系樹脂、ポリカーボネート系樹脂、アクリル
系樹脂、アリル系樹脂、ウレタン系樹脂、及びチオウレタン系樹脂からなる群から選ばれ
る少なくとも１種の樹脂を含み、
該ハードコート層が、下記のポリオルガノシルセスキオキサン（以下、「本発明のポリオ
ルガノシルセスキオキサン」と称する場合がある）を含む硬化性組成物（以下、「本発明
の硬化性組成物」又は「本発明のハードコーティング剤」と称する場合がある）の硬化物
であり、かつ該硬化性組成物の固形分全量（１００重量％）に対する該ポリオルガノシル
セスキオキサンの含有量が８０重量％以上であることを特徴とする。
【００２４】
　下記式（１）で表される構成単位を有し；下記式（Ｉ）で表される構成単位（「Ｔ３体
」と称する場合がある）と、下記式（ＩＩ）で表される構成単位（「Ｔ２体」と称する場
合がある）のモル比［式（Ｉ）で表される構成単位／式（ＩＩ）で表される構成単位；「
Ｔ３体／Ｔ２体」と記載する場合がある］が５以上５００以下であり；シロキサン構成単
位の全量（１００モル％）に対する下記式（１）で表される構成単位及び後述の式（４）
で表される構成単位の割合（総量）が５５～１００モル％であり；数平均分子量が１００
０～５００００、分子量分散度［重量平均分子量／数平均分子量］が１．０～４．０であ
るポリオルガノシルセスキオキサン。
【化８】

【化９】

【化１０】
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【００２５】
［本発明のポリオルガノシルセスキオキサン］
　本発明のポリオルガノシルセスキオキサンにおける上記式（１）で表される構成単位は
、一般に［ＲＳｉＯ3/2］で表されるシルセスキオキサン構成単位（いわゆるＴ単位）で
ある。なお、上記式中のＲは、水素原子又は一価の有機基を示し、以下においても同じで
ある。上記式（１）で表される構成単位は、対応する加水分解性三官能シラン化合物（具
体的には、例えば、後述の式（ａ）で表される化合物）の加水分解及び縮合反応により形
成される。
【００２６】
　式（１）中のＲ1は、脂環エポキシ基を含有する基（一価の基）を示す。即ち、本発明
のポリオルガノシルセスキオキサンは、分子内に脂環エポキシ基を少なくとも有するカチ
オン硬化性化合物（カチオン重合性化合物）である。上記脂環エポキシ基を含有する基に
おける「脂環エポキシ基」とは、「脂環（例えば、シクロヘキシル、シクロペンチルなど
）を構成する隣接する２つの炭素原子と酸素原子とで構成されるエポキシ基」を意味する
。本発明のポリオルガノシルセスキオキサンが脂環エポキシ基を有することにより、脂環
エポキシ基以外のエポキシ基（例えば、グリシジル基）を有するポリオルガノシルセスキ
オキサンを使用する場合に比べて、本発明のプラスチックレンズのハードコート層の表面
硬度、耐擦傷性、耐熱性、寸法安定性、屈曲性、高屈折率などに優れ、特に表面硬度、耐
擦傷性、高屈折率に優れる傾向にある。上記脂環エポキシ基を含有する基としては、特に
限定されないが、硬化性組成物の硬化性、硬化物（ハードコート層）の表面硬度や耐熱性
、高屈折率化の観点で、３，４－エポキシシクロヘキシル基を含む基が好ましく、より好
ましくは下記式（１ａ）で表される基、下記式（１ｂ）で表される基、さらに好ましくは
下記式（１ａ）で表される基である。
【化１１】

【化１２】

【００２７】
　上記式（１ａ）中、Ｒ1aは、直鎖又は分岐鎖状のアルキレン基を示す。直鎖又は分岐鎖
状のアルキレン基としては、例えば、メチレン基、メチルメチレン基、ジメチルメチレン
基、エチレン基、プロピレン基、トリメチレン基、テトラメチレン基、ペンタメチレン基
、ヘキサメチレン基、デカメチレン基等の炭素数１～１０の直鎖又は分岐鎖状のアルキレ
ン基が挙げられる。中でも、Ｒ1aとしては、硬化物（ハードコート層）の表面硬度や硬化
性、高屈折率化の観点で、炭素数１～４の直鎖状のアルキレン基、炭素数３又は４の分岐
鎖状のアルキレン基が好ましく、より好ましくはエチレン基、トリメチレン基、プロピレ
ン基、さらに好ましくはエチレン基、トリメチレン基である。
【００２８】
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　上記式（１ｂ）中、Ｒ1bは、直鎖又は分岐鎖状のアルキレン基を示し、Ｒ1aと同様の基
が例示される。中でも、Ｒ1bとしては、硬化物（ハードコート層）の表面硬度、高屈折率
化や硬化性の観点で、炭素数１～４の直鎖状のアルキレン基、炭素数３又は４の分岐鎖状
のアルキレン基が好ましく、より好ましくはエチレン基、トリメチレン基、プロピレン基
、さらに好ましくはエチレン基、トリメチレン基である。
【００２９】
　式（１）中のＲ1としては、特に、上記式（１ａ）で表される基であって、Ｒ1aがエチ
レン基である基［中でも、２－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチル基］が好まし
い。
【００３０】
　本発明のポリオルガノシルセスキオキサンは、上記式（１）で表される構成単位を１種
のみ有するものであってもよいし、上記式（１）で表される構成単位を２種以上有するも
のであってもよい。
【００３１】
　本発明のポリオルガノシルセスキオキサンは、シルセスキオキサン構成単位［ＲＳｉＯ

3/2］として、上記式（１）で表される構成単位以外にも、下記式（２）で表される構成
単位を有していてもよい。
【化１３】

【００３２】
　上記式（２）で表される構成単位は、一般に［ＲＳｉＯ3/2］で表されるシルセスキオ
キサン構成単位（Ｔ単位）である。即ち、上記式（２）で表される構成単位は、対応する
加水分解性三官能シラン化合物（具体的には、例えば、後述の式（ｂ）で表される化合物
）の加水分解及び縮合反応により形成される。
【００３３】
　上記式（２）中のＲ2は、置換若しくは無置換のアリール基、置換若しくは無置換のア
ラルキル基、置換若しくは無置換のシクロアルキル基、置換若しくは無置換のアルキル基
、又は、置換若しくは無置換のアルケニル基を示す。上記アリール基としては、例えば、
フェニル基、トリル基、ナフチル基等が挙げられる。上記アラルキル基としては、例えば
、ベンジル基、フェネチル基等が挙げられる。上記シクロアルキル基としては、例えば、
シクロブチル基、シクロペンチル基、シクロヘキシル基等が挙げられる。上記アルキル基
としては、例えば、メチル基、エチル基、プロピル基、ｎ－ブチル基、イソプロピル基、
イソブチル基、ｓ－ブチル基、ｔ－ブチル基、イソペンチル基等の直鎖又は分岐鎖状のア
ルキル基が挙げられる。上記アルケニル基としては、例えば、ビニル基、アリル基、イソ
プロペニル基等の直鎖又は分岐鎖状のアルケニル基が挙げられる。
【００３４】
　上述の置換アリール基、置換アラルキル基、置換シクロアルキル基、置換アルキル基、
置換アルケニル基としては、上述のアリール基、アラルキル基、シクロアルキル基、アル
キル基、アルケニル基のそれぞれにおける水素原子又は主鎖骨格の一部若しくは全部が、
エーテル基、エステル基、カルボニル基、シロキサン基、ハロゲン原子（フッ素原子等）
、アクリル基、メタクリル基、メルカプト基、アミノ基、及びヒドロキシ基（水酸基）か
らなる群より選択された少なくとも１種で置換された基が挙げられる。
【００３５】
　中でも、Ｒ2としては、置換若しくは無置換のアリール基、置換若しくは無置換のアル
キル基、置換若しくは無置換のアルケニル基が好ましく、ハードコート層の屈折率をより
高くする観点からは、より好ましくは置換若しくは無置換のアリール基、さらに好ましく
はフェニル基である。
【００３６】
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　本発明のポリオルガノシルセスキオキサンにおける上述の各シルセスキオキサン構成単
位（式（１）で表される構成単位、式（２）で表される構成単位）の割合は、これらの構
成単位を形成するための原料（加水分解性三官能シラン）の組成により適宜調整すること
が可能である。
【００３７】
　本発明のポリオルガノシルセスキオキサンは、上記式（１）で表される構成単位及び式
（２）で表される構成単位以外にも、さらに、上記式（１）で表される構成単位及び式（
２）で表される構成単位以外のシルセスキオキサン構成単位［ＲＳｉＯ3/2］、［Ｒ3Ｓｉ
Ｏ1/2］で表される構成単位（いわゆるＭ単位）、［Ｒ2ＳｉＯ2/2］で表される構成単位
（いわゆるＤ単位）、及び［ＳｉＯ4/2］で表される構成単位（いわゆるＱ単位）からな
る群より選択される少なくとも１種のシロキサン構成単位を有していてもよい。なお、上
記式（１）で表される構成単位及び式（２）で表される構成単位以外のシルセスキオキサ
ン構成単位としては、例えば、下記式（３）で表される構成単位等が挙げられる。
【化１４】

【００３８】
　本発明のポリオルガノシルセスキオキサンにおける上記式（Ｉ）で表される構成単位（
Ｔ３体）と、上記式（ＩＩ）で表される構成単位（Ｔ２体）の割合［Ｔ３体／Ｔ２体］は
、上述のように５以上５００以下である。
　本発明のポリオルガノシルセスキオキサンの１の好ましい態様（以下、本明細書におい
て、「低分子量ポリオルガノシルセスキオキサン」と称する場合がある）の［Ｔ３体／Ｔ
２体］は５以上２０未満であり、その下限値は、好ましくは５、より好ましくは６、さら
に好ましくは７であり、その上限値は、好ましくは１８、より好ましくは１６、さらに好
ましくは１４である。また、本発明のポリオルガノシルセスキオキサンの他の好ましい態
様（以下、本明細書において、「高分子量ポリオルガノシルセスキオキサン」と称する場
合がある）の［Ｔ３体／Ｔ２体］は２０以上５００以下であり、その下限値は、好ましく
は２１、より好ましくは２３、さらに好ましくは２５であり、その上限値は、好ましくは
１００、より好ましくは５０、さらに好ましくは４０である。
　本発明のポリオルガノシルセスキオキサン（低分子量ポリオルガノシルセスキオキサン
及び高分子量ポリオルガノシルセスキオキサンを含む）の上記割合［Ｔ３体／Ｔ２体］を
上記範囲に制御することにより、硬化物（ハードコート層）の表面硬度、耐擦傷性や接着
性が著しく向上する傾向がある。また、経済性に優れ、低粘度で塗布時に膜厚をコントロ
ールし易い点などを考慮すると低分子量ポリオルガノシルセスキオキサンが好ましい。
【００３９】
　なお、上記式（Ｉ）で表される構成単位をより詳細に記載すると、下記式（Ｉ’）で表
される。また、上記式（ＩＩ）で表される構成単位をより詳細に記載すると、下記式（Ｉ
Ｉ’）で表される。下記式（Ｉ’）で表される構造中に示されるケイ素原子に結合した３
つの酸素原子はそれぞれ、他のケイ素原子（式（Ｉ’）に示されていないケイ素原子）と
結合している。一方、下記式（ＩＩ’）で表される構造中に示されるケイ素原子の上と下
に位置する２つの酸素原子はそれぞれ、他のケイ素原子（式（ＩＩ’）に示されていない
ケイ素原子）に結合している。即ち、上記Ｔ３体及びＴ２体は、いずれも対応する加水分
解性三官能シラン化合物の加水分解及び縮合反応により形成される構成単位（Ｔ単位）で
ある。
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【化１５】

【化１６】

【００４０】
　上記式（Ｉ）中のＲa（式（Ｉ’）中のＲaも同じ）及び式（ＩＩ）中のＲb（式（ＩＩ
’）中のＲbも同じ）は、それぞれ、脂環エポキシ基を含有する基、置換若しくは無置換
のアリール基、置換若しくは無置換のアラルキル基、置換若しくは無置換のシクロアルキ
ル基、置換若しくは無置換のアルキル基、置換若しくは無置換のアルケニル基、又は水素
原子を示す。Ｒa及びＲbの具体例としては、上記式（１）におけるＲ1、上記式（２）に
おけるＲ2と同様のものが例示される。なお、式（Ｉ）中のＲa及び式（ＩＩ）中のＲbは
、それぞれ、本発明のポリオルガノシルセスキオキサンの原料として使用した加水分解性
三官能シラン化合物におけるケイ素原子に結合した基（アルコキシ基及びハロゲン原子以
外の基；例えば、後述の式（ａ）～（ｃ）におけるＲ1、Ｒ2、水素原子等）に由来する。
【００４１】
　上記式（ＩＩ）中のＲc（式（ＩＩ’）中のＲcも同じ）は、水素原子又は炭素数１～４
のアルキル基を示す。炭素数１～４のアルキル基としては、例えば、メチル基、エチル基
、プロピル基、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基等の炭素数１～４の直鎖又は分
岐鎖状のアルキル基が挙げられる。式（ＩＩ）中のＲcにおけるアルキル基は、一般的に
は、本発明のポリオルガノシルセスキオキサンの原料として使用した加水分解性シラン化
合物におけるアルコキシ基（例えば、後述のＸ1～Ｘ3としてのアルコキシ基等）を形成す
るアルキル基に由来する。
【００４２】
　本発明のポリオルガノシルセスキオキサンにおける上記割合［Ｔ３体／Ｔ２体］は、例
えば、29Ｓｉ－ＮＭＲスペクトル測定により求めることができる。29Ｓｉ－ＮＭＲスペク
トルにおいて、上記式（Ｉ）で表される構成単位（Ｔ３体）におけるケイ素原子と、上記
式（ＩＩ）で表される構成単位（Ｔ２体）におけるケイ素原子とは、異なる位置（化学シ
フト）にシグナル（ピーク）を示すため、これらそれぞれのピークの積分比を算出するこ
とにより、上記割合［Ｔ３体／Ｔ２体］が求められる。具体的には、例えば、本発明のポ
リオルガノシルセスキオキサンが、上記式（１）で表され、Ｒ1が２－（３，４－エポキ
シシクロヘキシル）エチル基である構成単位を有する場合には、上記式（Ｉ）で表される
構造（Ｔ３体）におけるケイ素原子のシグナルは－６４～－７０ｐｐｍに現れ、上記式（
ＩＩ）で表される構造（Ｔ２体）におけるケイ素原子のシグナルは－５４～－６０ｐｐｍ
に現れる。従って、この場合、－６４～－７０ｐｐｍのシグナル（Ｔ３体）と－５４～－
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６０ｐｐｍのシグナル（Ｔ２体）の積分比を算出することによって、上記割合［Ｔ３体／
Ｔ２体］を求めることができる。Ｒ1が２－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチル
基以外の脂環エポキシ基である場合も上記と同様な方法により上記割合［Ｔ３体／Ｔ２体
］を求めることができる。
【００４３】
　本発明のポリオルガノシルセスキオキサンの29Ｓｉ－ＮＭＲスペクトルは、例えば、下
記の装置及び条件により測定することができる。
　測定装置：商品名「ＪＮＭ－ＥＣＡ５００ＮＭＲ」（日本電子（株）製）
　溶媒：重クロロホルム
　積算回数：１８００回
　測定温度：２５℃
【００４４】
　本発明のポリオルガノシルセスキオキサンの上記割合［Ｔ３体／Ｔ２体］が５以上５０
０以下であることは、本発明のポリオルガノシルセスキオキサンにおいてＴ３体に対し一
定以上のＴ２体が存在していることを意味する。このようなＴ２体としては、例えば、下
記式（４）で表される構成単位、下記式（５）で表される構成単位、下記式（６）で表さ
れる構成単位等が挙げられる。下記式（４）におけるＲ1及び下記式（５）におけるＲ2は
、それぞれ上記式（１）におけるＲ1及び上記式（２）におけるＲ2と同じである。下記式
（４）～（６）におけるＲcは、式（ＩＩ）におけるＲcと同じく、水素原子又は炭素数１
～４のアルキル基を示す。
【化１７】

【化１８】

【化１９】

【００４５】
　本発明のポリオルガノシルセスキオキサンは、カゴ型、不完全カゴ型、ラダー型、ラン
ダム型のいずれのシルセスキオキサン構造を有していてもよく、これらシルセスキオキサ
ン構造の２以上を組み合わせて有していてもよい。
【００４６】
　本発明のポリオルガノシルセスキオキサンにおけるシロキサン構成単位の全量［全シロ
キサン構成単位；Ｍ単位、Ｄ単位、Ｔ単位、及びＱ単位の全量］（１００モル％）に対す
る、上記式（１）で表される構成単位及び上記式（４）で表される構成単位の割合（総量
）は、上述のように、５５～１００モル％であり、好ましくは６５～１００モル％、さら
に好ましくは８０～９９モル％である。上記割合を５５モル％以上とすることにより、硬
化性組成物の硬化性が向上し、また、硬化物（ハードコート層）の表面硬度や接着性が著
しく高くなる。なお、本発明のポリオルガノシルセスキオキサンにおける各シロキサン構
成単位の割合は、例えば、原料の組成やＮＭＲスペクトル測定等により算出できる。
【００４７】
　本発明のポリオルガノシルセスキオキサンにおけるシロキサン構成単位の全量［全シロ
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キサン構成単位；Ｍ単位、Ｄ単位、Ｔ単位、及びＱ単位の全量］（１００モル％）に対す
る、上記式（２）で表される構成単位及び上記式（５）で表される構成単位の割合（総量
）は、特に限定されないが、０～７０モル％が好ましく、より好ましくは０～６０モル％
、さらに好ましくは０～４０モル％、特に好ましくは１～１５モル％である。上記割合を
７０モル％以下とすることにより、相対的に式（１）で表される構成単位及び式（４）で
表される構成単位の割合を多くすることができるため、硬化性組成物の硬化性が向上し、
硬化物（ハードコート層）の表面硬度や接着性がより高くなる傾向がある。一方、上記割
合を１モル％以上とすることにより、硬化物（ハードコート層）のガスバリア性や屈折率
が向上する傾向がある。
【００４８】
　本発明のポリオルガノシルセスキオキサンにおけるシロキサン構成単位の全量［全シロ
キサン構成単位；Ｍ単位、Ｄ単位、Ｔ単位、及びＱ単位の全量］（１００モル％）に対す
る、上記式（１）で表される構成単位、上記式（２）で表される構成単位、上記式（４）
で表される構成単位、及び上記式（５）で表される構成単位の割合（総量）は、特に限定
されないが、６０～１００モル％が好ましく、より好ましくは７０～１００モル％、さら
に好ましくは８０～１００モル％である。上記割合を６０モル％以上とすることにより、
硬化物（ハードコート層）の表面硬度や接着性がより高くなる傾向がある。
【００４９】
　本発明のポリオルガノシルセスキオキサンのゲルパーミエーションクロマトグラフィー
による標準ポリスチレン換算の数平均分子量（Ｍｎ）は、上述のように、１０００～５０
０００である。本発明の低分子量ポリオルガノシルセスキオキサンの好ましい数平均分子
量（Ｍｎ）は、１０００～３０００であり、より好ましくは１０００～２８００、さらに
好ましくは１１００～２６００である。また、本発明の高分子量ポリオルガノシルセスキ
オキサンの好ましい数平均分子量（Ｍｎ）は、２５００～５００００であり、より好まし
くは２８００～１００００、さらに好ましくは３０００～８０００である。本発明のポリ
オルガノシルセスキオキサン（低分子量ポリオルガノシルセスキオキサン及び高分子量ポ
リオルガノシルセスキオキサンを含む）の数平均分子量を上記範囲に制御することにより
、硬化物（ハードコート層）の耐熱性、耐擦傷性、接着性がより向上すると共に、硬化性
組成物における他の成分との相溶性が向上し、硬化物（ハードコート層）の耐熱性がより
向上する。
【００５０】
　本発明のポリオルガノシルセスキオキサンのゲルパーミエーションクロマトグラフィー
による標準ポリスチレン換算の分子量分散度（Ｍｗ／Ｍｎ）は、上述のように、１．０～
４．０である。本発明の低分子量ポリオルガノシルセスキオキサンの好ましい分子量分散
度（Ｍｗ／Ｍｎ）は、１．０～３．０であり、より好ましくは１．１～２．０、さらに好
ましくは１．２～１．９である。また、本発明の高分子量ポリオルガノシルセスキオキサ
ンの好ましい分子量分散度（Ｍｗ／Ｍｎ）は、１．０～４．０であり、より好ましくは１
．１～３．０、さらに好ましくは１．２～２．５である。本発明のポリオルガノシルセス
キオキサン（低分子量ポリオルガノシルセスキオキサン及び高分子量ポリオルガノシルセ
スキオキサンを含む）の分子量分散度を上記範囲に制御することにより、硬化物（ハード
コート層）の表面硬度や接着性がより高くなると共に、液状となりやすく、取り扱い性が
向上する傾向がある。
【００５１】
　なお、本発明のポリオルガノシルセスキオキサン（低分子量ポリオルガノシルセスキオ
キサン及び高分子量ポリオルガノシルセスキオキサンを含む）の数平均分子量、分子量分
散度は、下記の装置及び条件により測定することができる。
　測定装置：商品名「ＬＣ－２０ＡＤ」（（株）島津製作所製）
　カラム：Ｓｈｏｄｅｘ　ＫＦ－８０１×２本、ＫＦ－８０２、及びＫＦ－８０３（昭和
電工（株）製）
　測定温度：４０℃
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　溶離液：ＴＨＦ、試料濃度０．１～０．２重量％
　流量：１ｍＬ／分
　検出器：ＵＶ－ＶＩＳ検出器（商品名「ＳＰＤ－２０Ａ」、（株）島津製作所製）
　分子量：標準ポリスチレン換算
【００５２】
　本発明のポリオルガノシルセスキオキサンの空気雰囲気下における５％重量減少温度（
Ｔd5）は、特に限定されないが、３３０℃以上（例えば、３３０～４５０℃）が好ましく
、より好ましくは３４０℃以上、さらに好ましくは３５０℃以上である。５％重量減少温
度が３３０℃以上であることにより、硬化物（ハードコート層）の耐熱性がより向上する
傾向がある。特に、本発明のポリオルガノシルセスキオキサンが、上記割合［Ｔ３体／Ｔ
２体］が５以上５００以下であって、数平均分子量が１０００～５００００、分子量分散
度が１．０～４．０であることにより、その５％重量減少温度は３３０℃以上に制御され
る。なお、５％重量減少温度は、一定の昇温速度で加熱した時に加熱前の重量の５％が減
少した時点での温度であり、耐熱性の指標となる。上記５％重量減少温度は、ＴＧＡ（熱
重量分析）により、空気雰囲気下、昇温速度５℃／分の条件で測定することができる。
【００５３】
　本発明のポリオルガノシルセスキオキサンは、公知乃至慣用のポリシロキサンの製造方
法により製造することができ、特に限定されないが、例えば、１種又は２種以上の加水分
解性シラン化合物を加水分解及び縮合させる方法により製造できる。但し、上記加水分解
性シラン化合物としては、上述の式（１）で表される構成単位を形成するための加水分解
性三官能シラン化合物（下記式（ａ）で表される化合物）を必須の加水分解性シラン化合
物として使用する必要がある。
【００５４】
　より具体的には、例えば、本発明のポリオルガノシルセスキオキサンにおけるシルセス
キオキサン構成単位（Ｔ単位）を形成するための加水分解性シラン化合物である下記式（
ａ）で表される化合物、必要に応じてさらに、下記式（ｂ）で表される化合物、下記式（
ｃ）で表される化合物を、加水分解及び縮合させる方法により、本発明のポリオルガノシ
ルセスキオキサンを製造できる。

【化２０】

【化２１】

【化２２】

【００５５】
　上記式（ａ）で表される化合物は、本発明のポリオルガノシルセスキオキサンにおける
式（１）で表される構成単位を形成する化合物である。式（ａ）中のＲ1は、上記式（１
）におけるＲ1と同じく、脂環エポキシ基を含有する基を示す。即ち、式（ａ）中のＲ1と
しては、上記式（１ａ）で表される基、上記式（１ｂ）で表される基が好ましく、より好
ましくは上記式（１ａ）で表される基、特に好ましくは上記式（１ａ）で表される基であ
って、Ｒ1aがエチレン基である基［中でも、２－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エ
チル基］である。
【００５６】
　上記式（ａ）中のＸ1は、アルコキシ基又はハロゲン原子を示す。Ｘ1におけるアルコキ
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シ基としては、例えば、メトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基、イソプロピルオキシ基
、ブトキシ基、イソブチルオキシ基等の炭素数１～４のアルコキシ基等が挙げられる。ま
た、Ｘ1におけるハロゲン原子としては、例えば、フッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨ
ウ素原子等が挙げられる。中でもＸ1としては、アルコキシ基が好ましく、より好ましく
はメトキシ基、エトキシ基である。なお、３つのＸ1は、それぞれ同一であってもよいし
、異なっていてもよい。
【００５７】
　上記式（ｂ）で表される化合物は、本発明のポリオルガノシルセスキオキサンにおける
式（２）で表される構成単位を形成する化合物である。式（ｂ）中のＲ2は、上記式（２
）におけるＲ2と同じく、置換若しくは無置換のアリール基、置換若しくは無置換のアラ
ルキル基、置換若しくは無置換のシクロアルキル基、置換若しくは無置換のアルキル基、
又は、置換若しくは無置換のアルケニル基を示す。即ち、式（ｂ）中のＲ2としては、置
換若しくは無置換のアリール基、置換若しくは無置換のアルキル基、置換若しくは無置換
のアルケニル基が好ましく、より好ましくは置換若しくは無置換のアリール基、さらに好
ましくはフェニル基である。
【００５８】
　上記式（ｂ）中のＸ2は、アルコキシ基又はハロゲン原子を示す。Ｘ2の具体例としては
、Ｘ1として例示したものが挙げられる。中でも、Ｘ2としては、アルコキシ基が好ましく
、より好ましくはメトキシ基、エトキシ基である。なお、３つのＸ2は、それぞれ同一で
あってもよいし、異なっていてもよい。
【００５９】
　上記式（ｃ）で表される化合物は、本発明のポリオルガノシルセスキオキサンにおける
式（３）で表される構成単位を形成する化合物である。上記式（ｃ）中のＸ3は、アルコ
キシ基又はハロゲン原子を示す。Ｘ3の具体例としては、Ｘ1として例示したものが挙げら
れる。中でも、Ｘ3としては、アルコキシ基が好ましく、より好ましくはメトキシ基、エ
トキシ基である。なお、３つのＸ3は、それぞれ同一であってもよいし、異なっていても
よい。
【００６０】
　上記加水分解性シラン化合物としては、上記式（ａ）～（ｃ）で表される化合物以外の
加水分解性シラン化合物を併用してもよい。例えば、上記式（ａ）～（ｃ）で表される化
合物以外の加水分解性三官能シラン化合物、Ｍ単位を形成する加水分解性単官能シラン化
合物、Ｄ単位を形成する加水分解性二官能シラン化合物、Ｑ単位を形成する加水分解性四
官能シラン化合物等が挙げられる。
【００６１】
　上記加水分解性シラン化合物の使用量や組成は、所望する本発明のポリオルガノシルセ
スキオキサンの構造に応じて適宜調整できる。例えば、上記式（ａ）で表される化合物の
使用量は、特に限定されないが、使用する加水分解性シラン化合物の全量（１００モル％
）に対して、５５～１００モル％が好ましく、より好ましくは６５～１００モル％、さら
に好ましくは８０～９９モル％である。
【００６２】
　また、上記式（ｂ）で表される化合物の使用量は、特に限定されないが、使用する加水
分解性シラン化合物の全量（１００モル％）に対して、０～７０モル％が好ましく、より
好ましくは０～６０モル％、さらに好ましくは０～４０モル％、特に好ましくは１～１５
モル％である。
【００６３】
　さらに、使用する加水分解性シラン化合物の全量（１００モル％）に対する式（ａ）で
表される化合物と式（ｂ）で表される化合物の割合（総量の割合）は、特に限定されない
が、６０～１００モル％が好ましく、より好ましくは７０～１００モル％、さらに好まし
くは８０～１００モル％である。
【００６４】
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　また、上記加水分解性シラン化合物として２種以上を併用する場合、これらの加水分解
性シラン化合物の加水分解及び縮合反応は、同時に行うこともできるし、逐次行うことも
できる。上記反応を逐次行う場合、反応を行う順序は特に限定されない。
【００６５】
　上記加水分解性シラン化合物の加水分解及び縮合反応は、１段階で行ってもよいし、２
段階以上に分けて行ってもよい。例えば、低分子量ポリオルガノシルセスキオキサンを効
率よく製造するためには、加水分解及び縮合反応を１段階で行うことが好ましい。また、
高分子量ポリオルガノシルセスキオキサンを効率よく製造するためには、加水分解及び縮
合反応を２段階以上（好ましくは、２段階）で加水分解及び縮合反応を行うこと、即ち、
上記低分子量ポリオルガノシルセスキオキサンを原料としてさらに１回以上で加水分解及
び縮合反応を行うことが好ましい。以下に、加水分解性シラン化合物の加水分解及び縮合
反応を１段階で行って低分子量ポリオルガノシルセスキオキサンを得て、さらに低分子量
ポリオルガノシルセスキオキサンを加水分解及び縮合反応に付すことにより高分子量ポリ
オルガノシルセスキオキサンを得る態様について説明するが、ポリオルガノシルセスキオ
キサンの製造方法はこれに限定されない。
【００６６】
　上記加水分解性シラン化合物の加水分解及び縮合反応を２段階で行う場合、好ましくは
、第１段目の加水分解及び縮合反応で、上記低分子量ポリオルガノシルセスキオキサンを
得、第２段目で、該低分子量ポリオルガノシルセスキオキサンを、さらに加水分解及び縮
合反応に付すことにより、上記高分子量ポリオルガノシルセスキオキサンを得ることがで
きる。
【００６７】
　上記加水分解性シラン化合物の第１段目の加水分解及び縮合反応は、溶媒の存在下で行
うこともできるし、非存在下で行うこともできる。中でも溶媒の存在下で行うことが好ま
しい。上記溶媒としては、例えば、ベンゼン、トルエン、キシレン、エチルベンゼン等の
芳香族炭化水素；ジエチルエーテル、ジメトキシエタン、テトラヒドロフラン、ジオキサ
ン等のエーテル；アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン等のケトン；
酢酸メチル、酢酸エチル、酢酸イソプロピル、酢酸ブチル等のエステル；Ｎ，Ｎ－ジメチ
ルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド等のアミド；アセトニトリル、プロピオ
ニトリル、ベンゾニトリル等のニトリル；メタノール、エタノール、イソプロピルアルコ
ール、ブタノール等のアルコール等が挙げられる。上記溶媒としては、中でも、ケトン、
エーテルが好ましい。なお、溶媒は１種を単独で使用することもできるし、２種以上を組
み合わせて使用することもできる。
【００６８】
　第１段目の加水分解及び縮合反応における溶媒の使用量は、特に限定されず、加水分解
性シラン化合物の全量１００重量部に対して、０～２０００重量部の範囲内で、所望の反
応時間等に応じて、適宜調整することができる。
【００６９】
　第１段目の加水分解性シラン化合物の加水分解及び縮合反応は、触媒及び水の存在下で
進行させることが好ましい。上記触媒は、酸触媒であってもアルカリ触媒であってもよい
が、脂環エポキシ基の分解を抑制するためにはアルカリ触媒が好ましい。上記酸触媒とし
ては、例えば、塩酸、硫酸、硝酸、リン酸、ホウ酸等の鉱酸；リン酸エステル；酢酸、蟻
酸、トリフルオロ酢酸等のカルボン酸；メタンスルホン酸、トリフルオロメタンスルホン
酸、ｐ－トルエンスルホン酸等のスルホン酸；活性白土等の固体酸；塩化鉄等のルイス酸
等が挙げられる。上記アルカリ触媒としては、例えば、水酸化リチウム、水酸化ナトリウ
ム、水酸化カリウム、水酸化セシウム等のアルカリ金属の水酸化物；水酸化マグネシウム
、水酸化カルシウム、水酸化バリウム等のアルカリ土類金属の水酸化物；炭酸リチウム、
炭酸ナトリウム、炭酸カリウム、炭酸セシウム等のアルカリ金属の炭酸塩；炭酸マグネシ
ウム等のアルカリ土類金属の炭酸塩；炭酸水素リチウム、炭酸水素ナトリウム、炭酸水素
ナトリウム、炭酸水素カリウム、炭酸水素セシウム等のアルカリ金属の炭酸水素塩；酢酸
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リチウム、酢酸ナトリウム、酢酸カリウム、酢酸セシウム等のアルカリ金属の有機酸塩（
例えば、酢酸塩）；酢酸マグネシウム等のアルカリ土類金属の有機酸塩（例えば、酢酸塩
）；リチウムメトキシド、ナトリウムメトキシド、ナトリウムエトキシド、ナトリウムイ
ソプロポキシド、カリウムエトキシド、カリウムｔ－ブトキシド等のアルカリ金属のアル
コキシド；ナトリウムフェノキシド等のアルカリ金属のフェノキシド；トリエチルアミン
、Ｎ－メチルピペリジン、１，８－ジアザビシクロ［５．４．０］ウンデカ－７－エン、
１，５－ジアザビシクロ［４．３．０］ノナ－５－エン等のアミン類（第３級アミン等）
；ピリジン、２，２’－ビピリジル、１，１０－フェナントロリン等の含窒素芳香族複素
環化合物等が挙げられる。なお、触媒は１種を単独で使用することもできるし、２種以上
を組み合わせて使用することもできる。また、触媒は、水や溶媒等に溶解又は分散させた
状態で使用することもできる。
【００７０】
　第１段目の加水分解及び縮合反応における上記触媒の使用量は、特に限定されず、加水
分解性シラン化合物の全量１モルに対して、０．００２～０．２００モルの範囲内で、適
宜調整することができる。
【００７１】
　第１段目の加水分解及び縮合反応に際しての水の使用量は、特に限定されず、加水分解
性シラン化合物の全量１モルに対して、０．５～２０モルの範囲内で、適宜調整すること
ができる。
【００７２】
　第１段目の加水分解及び縮合反応における上記水の添加方法は、特に限定されず、使用
する水の全量（全使用量）を一括で添加してもよいし、逐次的に添加してもよい。逐次的
に添加する際には、連続的に添加してもよいし、間欠的に添加してもよい。
【００７３】
　第１段目の加水分解性シラン化合物の加水分解及び縮合反応を行う際の反応条件として
は、特に、本発明の低分子量ポリオルガノシルセスキオキサンにおける上記割合［Ｔ３体
／Ｔ２体］が５以上２０未満となるような反応条件を選択することが重要である。第１段
目の加水分解及び縮合反応の反応温度は、特に限定されないが、４０～１００℃が好まし
く、より好ましくは４５～８０℃である。反応温度を上記範囲に制御することにより、上
記割合［Ｔ３体／Ｔ２体］をより効率的に５以上２０未満に制御できる傾向がある。また
、第１段目の加水分解及び縮合反応の反応時間は、特に限定されないが、０．１～１０時
間が好ましく、より好ましくは１．５～８時間である。また、第１段目の加水分解及び縮
合反応は、常圧下で行うこともできるし、加圧下又は減圧下で行うこともできる。なお、
第１段目の加水分解及び縮合反応を行う際の雰囲気は、特に限定されず、例えば、窒素雰
囲気、アルゴン雰囲気等の不活性ガス雰囲気下、空気下等の酸素存在下等のいずれであっ
てもよいが、不活性ガス雰囲気下が好ましい。
【００７４】
　第１段目の加水分解性シラン化合物の加水分解及び縮合反応により、本発明の低分子量
ポリオルガノシルセスキオキサンが得られる。上記第１段目の加水分解及び縮合反応の終
了後には、脂環エポキシ基の開環を抑制するために触媒を中和することが好ましい。また
、本発明の低分子量ポリオルガノシルセスキオキサンを、例えば、水洗、酸洗浄、アルカ
リ洗浄、濾過、濃縮、蒸留、抽出、晶析、再結晶、カラムクロマトグラフィー等の分離手
段や、これらを組み合わせた分離手段等により分離精製してもよい。
【００７５】
　第１段目の加水分解及び縮合反応により得られた低分子量ポリオルガノシルセスキオキ
サンを、第２段目の加水分解及び縮合反応に付すことにより、高分子量ポリオルガノシル
セスキオキサンを製造することができる。
　第２段目の加水分解及び縮合反応は、溶媒の存在下で行うこともできるし、非存在下で
行うこともできる。第２段目の加水分解及び縮合反応を溶媒の存在下で行う場合、第１段
目の加水分解及び縮合反応で挙げられた溶媒を用いることができる。第２段目の加水分解
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及び縮合反応の溶媒としては、第１段目の加水分解及び縮合反応の反応溶媒、抽出溶媒等
を含む低分子量ポリオルガノシルセスキオキサンをそのまま、又は一部留去したものを用
いてもよい。なお、溶媒は１種を単独で使用することもできるし、２種以上を組み合わせ
て使用することもできる。
【００７６】
　第２段目の加水分解及び縮合反応において溶媒を使用する場合、その使用量は、特に限
定されず、低分子量ポリオルガノシルセスキオキサン１００重量部に対して、０～２００
０重量部の範囲内で、所望の反応時間等に応じて、適宜調整することができる。
【００７７】
　第２段目の加水分解及び縮合反応は、触媒及び水の存在下で進行させることが好ましい
。上記触媒は、第１段目の加水分解及び縮合反応で挙げられた触媒を用いることができ、
脂環エポキシ基の開環等の分解を抑制するためには、好ましくはアルカリ触媒であり、さ
らに好ましくは水酸化ナトリウム、水酸化カリウム、水酸化セシウム等のアルカリ金属の
水酸化物；炭酸リチウム、炭酸ナトリウム、炭酸カリウム、炭酸セシウム等のアルカリ金
属の炭酸塩である。なお、触媒は１種を単独で使用することもできるし、２種以上を組み
合わせて使用することもできる。また、触媒は、水や溶媒等に溶解又は分散させた状態で
使用することもできる。
【００７８】
　第２段目の加水分解及び縮合反応における上記触媒の使用量は、特に限定されず、低分
子量ポリオルガノシルセスキオキサン（１００００００ｐｐｍ）に対して、好ましくは０
．０１～１００００ｐｐｍ、より好ましくは０．１～１０００ｐｐｍの範囲内で、適宜調
整することができる。
【００７９】
　第２段目の加水分解及び縮合反応に際しての水の使用量は、特に限定されず、低分子量
ポリオルガノシルセスキオキサン（１００００００ｐｐｍ）に対して、好ましくは１０～
１０００００ｐｐｍ、より好ましくは１００～２００００ｐｐｍの範囲内で、適宜調整す
ることができる。水の使用量が１０００００ｐｐｍよりも大きいと、高分子量ポリオルガ
ノシルセスキオキサンの割合［Ｔ３体／Ｔ２体］や数平均分子量が、所定の範囲に制御し
にくくなる傾向がある。
【００８０】
　第２段目の加水分解及び縮合反応における上記水の添加方法は、特に限定されず、使用
する水の全量（全使用量）を一括で添加してもよいし、逐次的に添加してもよい。逐次的
に添加する際には、連続的に添加してもよいし、間欠的に添加してもよい。
【００８１】
　第２段目の加水分解及び縮合反応の反応条件としては、特に、高分子量ポリオルガノシ
ルセスキオキサンにおける上記割合［Ｔ３体／Ｔ２体］が２０以上５００以下となるよう
な反応条件を選択することが重要である。第２段目の加水分解及び縮合反応の反応温度は
、使用する触媒により変動し、特に限定されないが、５～２００℃が好ましく、より好ま
しくは３０～１００℃である。反応温度を上記範囲に制御することにより、上記割合［Ｔ
３体／Ｔ２体］、数平均分子量をより効率的に所望の範囲に制御できる傾向がある。また
、第２段目の加水分解及び縮合反応の反応時間は、特に限定されないが、０．５～１００
０時間が好ましく、より好ましくは１～５００時間である。
　また、上記反応温度の範囲内にて加水分解及び縮合反応を行いながら適時サンプリング
を行って、上記割合［Ｔ３体／Ｔ２体］、数平均分子量をモニターしながら反応を行うこ
とによって、所望の割合［Ｔ３体／Ｔ２体］、数平均分子量を有する高分子量ポリオルガ
ノシルセスキオキサンを得ることもできる。
【００８２】
　第２段目の加水分解及び縮合反応は、常圧下で行うこともできるし、加圧下又は減圧下
で行うこともできる。なお、第２段目の加水分解及び縮合反応を行う際の雰囲気は、特に
限定されず、例えば、窒素雰囲気、アルゴン雰囲気等の不活性ガス雰囲気下、空気下等の
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酸素存在下等のいずれであってもよいが、不活性ガス雰囲気下が好ましい。
【００８３】
　上記第２段目の加水分解及び縮合反応により、本発明の高分子量ポリオルガノシルセス
キオキサンが得られる。上記第２段目の加水分解及び縮合反応の終了後には、脂環エポキ
シ基の開環等の分解を抑制するために触媒を中和することが好ましい。また、高分子量ポ
リオルガノシルセスキオキサンを、例えば、水洗、酸洗浄、アルカリ洗浄、濾過、濃縮、
蒸留、抽出、晶析、再結晶、カラムクロマトグラフィー等の分離手段や、これらを組み合
わせた分離手段等により分離精製してもよい。
【００８４】
　本発明のポリオルガノシルセスキオキサンは上述の構成を有するため、該ポリオルガノ
シルセスキオキサンを必須成分として含む硬化性組成物を硬化させることにより、高い表
面硬度、耐熱性、屈折率を有し、可とう性、屈曲性等の機械特性及び加工性に優れた硬化
物（ハードコート層）を形成できる。また、接着性に優れた硬化物（ハードコート層）を
形成できる。
【００８５】
［本発明の硬化性組成物（ハードコーティング剤）］
　本発明の硬化性組成物は、上述の本発明のポリオルガノシルセスキオキサンを必須成分
として含む硬化性組成物（硬化性樹脂組成物）であって、本発明のプラスチックレンズの
ハードコート層を形成するためのハードコーティング剤として使用されるものである。本
発明の硬化性組成物をハードコーティング剤として使用してプラスチックレンズ基材表面
に形成されたハードコート層は、酸化チタンや酸化ジルコニウム等の高屈折率を示す無機
酸化物粒子等を配合しなくても高い屈折率を示す。そのため、ポリアミド系樹脂、ポリカ
ーボネート系樹脂、アクリル系樹脂、アリル系樹脂、ウレタン系樹脂、チオウレタン系樹
脂などの中屈折率（例えば、屈折率１．４９～１．６１程度）を示す樹脂材料で形成され
たプラスチックレンズのハードコート層として使用しても干渉縞が発生しにくい。従って
、高価な高屈折率無機酸化物粒子を使用する必要がないため経済的であり、さらに高い表
面硬度、耐光性（耐ＵＶ性）、機械特性（高屈曲性等）を示す。
【００８６】
　本発明の硬化性組成物（ハードコーティング剤）で形成された硬化物（ハードコート層
）の屈折率の下限値は、干渉縞を生じない範囲であれば特に限定されないが、好ましくは
１．４５以上、より好ましくは１．５０以上、さらに好ましくは１．５２以上であり、さ
らに好ましくは１．５３以上、特に好ましくは１．５４以上である。一方、屈折率の上限
値も、干渉縞を生じない範囲であれば特に限定されないが、好ましくは１．６５以下、よ
り好ましくは１．６以下、さらに好ましくは１．５８以下である。硬化物（ハードコート
層）の屈折率がこの範囲にあることにより、中屈折率（例えば、屈折率１．４９～１．６
１程度）を示すプラスチックレンズのハードコート層とした場合に干渉縞が生じにくい。
【００８７】
　後述のように、本発明の硬化性組成物（ハードコーティング剤）は、さらに、硬化触媒
（特に光カチオン重合開始剤）や表面調整剤あるいは表面改質剤等のその他の成分を含ん
でいてもよい。
【００８８】
　本発明の硬化性組成物（ハードコーティング剤）において本発明のポリオルガノシルセ
スキオキサンは、１種を単独で使用することもできるし、２種以上を組み合わせて使用す
ることもできる。
【００８９】
　本発明の硬化性組成物（ハードコーティング剤）における本発明のポリオルガノシルセ
スキオキサンの含有量（配合量）は、上述の通り、溶媒等の揮発成分を除く硬化性組成物
の固形分全量（１００重量％）に対して、８０重量％以上である。ポリオルガノシルセス
キオキサンの含有量の下限値は、好ましくは８５重量％、より好ましくは９０重量％、さ
らに好ましくは９４重量％、さらに好ましくは９５重量％、特に好ましくは９６重量％で
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ある。本発明のポリオルガノシルセスキオキサンの含有量を８０重量％以上（好ましくは
重量８５％以上、よりに好ましくは９０重量％以上、さらに好ましくは９４重量％以上、
さらに好ましくは９５重量％以上、特に好ましくは９６重量％以上）とすることにより、
硬化物（ハードコート層）の屈折率を所望の範囲に調整しやすくなり、干渉縞が抑制され
ると共に、表面硬度や接着性がより向上する傾向がある。一方、本発明のポリオルガノシ
ルセスキオキサンの含有量の上限値は、特に限定されないが、１００重量％未満が好まし
く、より好ましくは９９．８重量％、さらに好ましくは９９．５重量％である。本発明の
ポリオルガノシルセスキオキサンの含有量を１００重量％未満（好ましくは９９．８重量
％以下、さらに好ましくは９９．５重量％以下）とすることにより、硬化触媒を含有させ
ることができ、これにより硬化性組成物（ハードコーティング剤）の硬化をより効率的に
進行させることができる傾向がある。
【００９０】
　本発明の硬化性組成物（ハードコーティング剤）に含まれるカチオン硬化性化合物の全
量（１００重量％）に対する本発明のポリオルガノシルセスキオキサンの割合は、特に限
定されないが、８０～１００重量％が好ましく、より好ましくは８５～９８重量％、さら
に好ましくは９０～９５重量％である。本発明のポリオルガノシルセスキオキサンの含有
量を８０重量％以上とすることにより、硬化物（ハードコート層）の表面硬度や接着性が
より向上する傾向がある。
【００９１】
　本発明の硬化性組成物（ハードコーティング剤）は、さらに、硬化触媒を含むことが好
ましい。中でも、よりタックフリーとなるまでの硬化時間が短縮できる点で、硬化触媒と
して光カチオン重合開始剤を含むことが特に好ましい。
【００９２】
　上記硬化触媒は、本発明のポリオルガノシルセスキオキサン等のカチオン硬化性化合物
のカチオン重合反応を開始乃至促進することができる化合物である。上記硬化触媒として
は、特に限定されないが、例えば、光カチオン重合開始剤（光酸発生剤）、熱カチオン重
合開始剤（熱酸発生剤）等の重合開始剤が挙げられる。
【００９３】
　上記光カチオン重合開始剤としては、公知乃至慣用の光カチオン重合開始剤を使用する
ことができ、例えば、スルホニウム塩（スルホニウムイオンとアニオンとの塩）、ヨード
ニウム塩（ヨードニウムイオンとアニオンとの塩）、セレニウム塩（セレニウムイオンと
アニオンとの塩）、アンモニウム塩（アンモニウムイオンとアニオンとの塩）、ホスホニ
ウム塩（ホスホニウムイオンとアニオンとの塩）、遷移金属錯体イオンとアニオンとの塩
等が挙げられる。これらは１種を単独で又は２種以上を組み合わせて使用することができ
る。
【００９４】
　上記スルホニウム塩としては、例えば、［４－（４－ビフェニリルチオ）フェニル］－
４－ビフェニリルフェニルスルホニウムトリス（ペンタフルオロエチル）トリフルオロホ
スフェート、トリフェニルスルホニウム塩、トリ－ｐ－トリルスルホニウム塩、トリ－ｏ
－トリルスルホニウム塩、トリス（４－メトキシフェニル）スルホニウム塩、１－ナフチ
ルジフェニルスルホニウム塩、２－ナフチルジフェニルスルホニウム塩、トリス（４－フ
ルオロフェニル）スルホニウム塩、トリ－１－ナフチルスルホニウム塩、トリ－２－ナフ
チルスルホニウム塩、トリス（４－ヒドロキシフェニル）スルホニウム塩、ジフェニル［
４－（フェニルチオ）フェニル］スルホニウム塩、４－（ｐ－トリルチオ）フェニルジ－
（ｐ－フェニル）スルホニウム塩等のトリアリールスルホニウム塩；ジフェニルフェナシ
ルスルホニウム塩、ジフェニル４－ニトロフェナシルスルホニウム塩、ジフェニルベンジ
ルスルホニウム塩、ジフェニルメチルスルホニウム塩等のジアリールスルホニウム塩；フ
ェニルメチルベンジルスルホニウム塩、４－ヒドロキシフェニルメチルベンジルスルホニ
ウム塩、４－メトキシフェニルメチルベンジルスルホニウム塩等のモノアリールスルホニ
ウム塩；ジメチルフェナシルスルホニウム塩、フェナシルテトラヒドロチオフェニウム塩
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、ジメチルベンジルスルホニウム塩等のトリアルキルスルホニウム塩等が挙げられる。
【００９５】
　上記ジフェニル［４－（フェニルチオ）フェニル］スルホニウム塩としては、例えば、
ジフェニル［４－（フェニルチオ）フェニル］スルホニウムヘキサフルオロアンチモネー
ト、ジフェニル［４－（フェニルチオ）フェニル］スルホニウムヘキサフルオロホスファ
ート等の市販品を使用できる。
【００９６】
　上記ヨードニウム塩としては、例えば、商品名「ＵＶ９３８０Ｃ」（モメンティブ・パ
フォーマンス・マテリアルズ・ジャパン合同会社製、ビス（４－ドデシルフェニル）ヨー
ドニウム＝ヘキサフルオロアンチモネート４５％アルキルグリシジルエーテル溶液）、商
品名「ＲＨＯＤＯＲＳＩＬ　ＰＨＯＴＯＩＮＩＴＩＡＴＯＲ　２０７４」（ローディア・
ジャパン（株）製、テトラキス（ペンタフルオロフェニル）ボレート＝［（１－メチルエ
チル）フェニル］（メチルフェニル）ヨードニウム）、商品名「ＷＰＩ－１２４」（和光
純薬工業（株）製）、ジフェニルヨードニウム塩、ジ－ｐ－トリルヨードニウム塩、ビス
（４－ドデシルフェニル）ヨードニウム塩、ビス（４－メトキシフェニル）ヨードニウム
塩等が挙げられる。
【００９７】
　上記セレニウム塩としては、例えば、トリフェニルセレニウム塩、トリ－ｐ－トリルセ
レニウム塩、トリ－ｏ－トリルセレニウム塩、トリス（４－メトキシフェニル）セレニウ
ム塩、１－ナフチルジフェニルセレニウム塩等のトリアリールセレニウム塩；ジフェニル
フェナシルセレニウム塩、ジフェニルベンジルセレニウム塩、ジフェニルメチルセレニウ
ム塩等のジアリールセレニウム塩；フェニルメチルベンジルセレニウム塩等のモノアリー
ルセレニウム塩；ジメチルフェナシルセレニウム塩等のトリアルキルセレニウム塩等が挙
げられる。
【００９８】
　上記アンモニウム塩としては、例えば、テトラメチルアンモニウム塩、エチルトリメチ
ルアンモニウム塩、ジエチルジメチルアンモニウム塩、トリエチルメチルアンモニウム塩
、テトラエチルアンモニウム塩、トリメチル－ｎ－プロピルアンモニウム塩、トリメチル
－ｎ－ブチルアンモニウム塩等のテトラアルキルアンモニウム塩；Ｎ，Ｎ－ジメチルピロ
リジウム塩、Ｎ－エチル－Ｎ－メチルピロリジウム塩等のピロリジウム塩；Ｎ，Ｎ’－ジ
メチルイミダゾリニウム塩、Ｎ，Ｎ’－ジエチルイミダゾリニウム塩等のイミダゾリニウ
ム塩；Ｎ，Ｎ’－ジメチルテトラヒドロピリミジウム塩、Ｎ，Ｎ’－ジエチルテトラヒド
ロピリミジウム塩等のテトラヒドロピリミジウム塩；Ｎ，Ｎ－ジメチルモルホリニウム塩
、Ｎ，Ｎ－ジエチルモルホリニウム塩等のモルホリニウム塩；Ｎ，Ｎ－ジメチルピペリジ
ニウム塩、Ｎ，Ｎ－ジエチルピペリジニウム塩等のピペリジニウム塩；Ｎ－メチルピリジ
ニウム塩、Ｎ－エチルピリジニウム塩等のピリジニウム塩；Ｎ，Ｎ’－ジメチルイミダゾ
リウム塩等のイミダゾリウム塩；Ｎ－メチルキノリウム塩等のキノリウム塩；Ｎ－メチル
イソキノリウム塩等のイソキノリウム塩；ベンジルベンゾチアゾニウム塩等のチアゾニウ
ム塩；ベンジルアクリジウム塩等のアクリジウム塩等が挙げられる。
【００９９】
　上記ホスホニウム塩としては、例えば、テトラフェニルホスホニウム塩、テトラ－ｐ－
トリルホスホニウム塩、テトラキス（２－メトキシフェニル）ホスホニウム塩等のテトラ
アリールホスホニウム塩；トリフェニルベンジルホスホニウム塩等のトリアリールホスホ
ニウム塩；トリエチルベンジルホスホニウム塩、トリブチルベンジルホスホニウム塩、テ
トラエチルホスホニウム塩、テトラブチルホスホニウム塩、トリエチルフェナシルホスホ
ニウム塩等のテトラアルキルホスホニウム塩等が挙げられる。
【０１００】
　上記遷移金属錯体イオンの塩としては、例えば、（η５－シクロペンタジエニル）（η
６－トルエン）Ｃｒ+、（η５－シクロペンタジエニル）（η６－キシレン）Ｃｒ+等のク
ロム錯体カチオンの塩；（η５－シクロペンタジエニル）（η６－トルエン）Ｆｅ+、（
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η５－シクロペンタジエニル）（η６－キシレン）Ｆｅ+等の鉄錯体カチオンの塩等が挙
げられる。
【０１０１】
　上述の塩を構成するアニオンとしては、例えば、ＳｂＦ6

-、ＰＦ6
-、ＢＦ4

-、（ＣＦ3

ＣＦ2）3ＰＦ3
-、（ＣＦ3ＣＦ2ＣＦ2）3ＰＦ3

-、（Ｃ6Ｆ5）4Ｂ
-、（Ｃ6Ｆ5）4Ｇａ-、ス

ルホン酸アニオン（トリフルオロメタンスルホン酸アニオン、ペンタフルオロエタンスル
ホン酸アニオン、ノナフルオロブタンスルホン酸アニオン、メタンスルホン酸アニオン、
ベンゼンスルホン酸アニオン、ｐ－トルエンスルホン酸アニオン等）、（ＣＦ3ＳＯ2）3

Ｃ-、（ＣＦ3ＳＯ2）2Ｎ
-、過ハロゲン酸イオン、ハロゲン化スルホン酸イオン、硫酸イ

オン、炭酸イオン、アルミン酸イオン、ヘキサフルオロビスマス酸イオン、カルボン酸イ
オン、アリールホウ酸イオン、チオシアン酸イオン、硝酸イオン等が挙げられる。
【０１０２】
　上記熱カチオン重合開始剤としては、例えば、アリールスルホニウム塩、アリールヨー
ドニウム塩、アレン－イオン錯体、第４級アンモニウム塩、アルミニウムキレート、三フ
ッ化ホウ素アミン錯体等が挙げられる。
【０１０３】
　上記アリールスルホニウム塩としては、例えば、ヘキサフルオロアンチモネート塩等が
挙げられる。本発明の硬化性組成物においては、例えば、商品名「ＳＰ－６６」、「ＳＰ
－７７」（以上、（株）ＡＤＥＫＡ製）；商品名「サンエイドＳＩ－６０Ｌ」、「サンエ
イドＳＩ－８０Ｌ」、「サンエイドＳＩ－１００Ｌ」、「サンエイドＳＩ－１５０Ｌ」（
以上、三新化学工業（株）製）等の市販品を使用することができる。上記アルミニウムキ
レートとしては、例えば、エチルアセトアセテートアルミニウムジイソプロピレート、ア
ルミニウムトリス（エチルアセトアセテート）等が挙げられる。また、上記三フッ化ホウ
素アミン錯体としては、例えば、三フッ化ホウ素モノエチルアミン錯体、三フッ化ホウ素
イミダゾール錯体、三フッ化ホウ素ピペリジン錯体等が挙げられる。
【０１０４】
　なお、本発明の硬化性組成物（ハードコーティング剤）において硬化触媒は、１種を単
独で使用することもできるし、２種以上を組み合わせて使用することもできる。
【０１０５】
　本発明の硬化性組成物（ハードコーティング剤）における上記硬化触媒の含有量（配合
量）は、特に限定されないが、本発明のポリオルガノシルセスキオキサン１００重量部に
対して、０．０１～１０．０重量部が好ましく、より好ましくは０．０５～７．５重量部
、さらに好ましくは０．１～６．０重量部（例えば、０．３～６．０重量部）である。硬
化触媒の含有量を０．０１重量部以上とすることにより、硬化反応を効率的に十分に進行
させることができ、硬化物（ハードコート層）の表面硬度や接着性がより向上する傾向が
ある。一方、硬化触媒の含有量を１０．０重量部以下とすることにより、硬化性組成物（
ハードコーティング剤）の保存性がいっそう向上したり、硬化物（ハードコート層）の着
色が抑制される傾向がある。
【０１０６】
　本発明の硬化性組成物（ハードコーティング剤）は、さらに、本発明のポリオルガノシ
ルセスキオキサン以外のカチオン硬化性化合物（「その他のカチオン硬化性化合物」と称
する場合がある）を含んでいてもよい。その他のカチオン硬化性化合物としては、公知乃
至慣用のカチオン硬化性化合物を使用することができ、特に限定されないが、例えば、本
発明のポリオルガノシルセスキオキサン以外のエポキシ化合物（「その他のエポキシ化合
物」と称する場合がある）、オキセタン化合物、ビニルエーテル化合物等が挙げられる。
なお、本発明の硬化性組成物（ハードコーティング剤）においてその他のカチオン硬化性
化合物は、１種を単独で使用することもできるし、２種以上を組み合わせて使用すること
もできる。
【０１０７】
　上記その他のエポキシ化合物としては、分子内に１以上のエポキシ基（オキシラン環）
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を有する公知乃至慣用の化合物を使用することができ、特に限定されないが、例えば、脂
環式エポキシ化合物（脂環式エポキシ樹脂）、芳香族エポキシ化合物（芳香族エポキシ樹
脂）、脂肪族エポキシ化合物（脂肪族エポキシ樹脂）等が挙げられる。
【０１０８】
　上記脂環式エポキシ化合物としては、分子内に１個以上の脂環と１個以上のエポキシ基
とを有する公知乃至慣用の化合物が挙げられ、特に限定されないが、例えば、（１）分子
内に上記の脂環エポキシ基を有する化合物；（２）脂環にエポキシ基が直接単結合で結合
している化合物；（３）分子内に脂環及びグリシジルエーテル基を有する化合物（グリシ
ジルエーテル型エポキシ化合物）等が挙げられる。
【０１０９】
　上記（１）分子内に脂環エポキシ基を有する化合物としては、下記式（ｉ）で表される
化合物が挙げられる。
【化２３】

【０１１０】
　上記式（ｉ）中、Ｙは単結合又は連結基（１以上の原子を有する二価の基）を示す。上
記連結基としては、例えば、二価の炭化水素基、炭素－炭素二重結合の一部又は全部がエ
ポキシ化されたアルケニレン基、カルボニル基、エーテル結合、エステル結合、カーボネ
ート基、アミド基、これらが複数個連結した基等が挙げられる。
【０１１１】
　上記二価の炭化水素基としては、炭素数が１～１８の直鎖又は分岐鎖状のアルキレン基
、二価の脂環式炭化水素基等が挙げられる。炭素数が１～１８の直鎖又は分岐鎖状のアル
キレン基としては、例えば、メチレン基、メチルメチレン基、ジメチルメチレン基、エチ
レン基、プロピレン基、トリメチレン基等が挙げられる。上記二価の脂環式炭化水素基と
しては、例えば、１，２－シクロペンチレン基、１，３－シクロペンチレン基、シクロペ
ンチリデン基、１，２－シクロヘキシレン基、１，３－シクロヘキシレン基、１，４－シ
クロヘキシレン基、シクロヘキシリデン基等の二価のシクロアルキレン基（シクロアルキ
リデン基を含む）等が挙げられる。
【０１１２】
　上記炭素－炭素二重結合の一部又は全部がエポキシ化されたアルケニレン基（「エポキ
シ化アルケニレン基」と称する場合がある）におけるアルケニレン基としては、例えば、
ビニレン基、プロペニレン基、１－ブテニレン基、２－ブテニレン基、ブタジエニレン基
、ペンテニレン基、ヘキセニレン基、ヘプテニレン基、オクテニレン基等の炭素数２～８
の直鎖又は分岐鎖状のアルケニレン基等が挙げられる。特に、上記エポキシ化アルケニレ
ン基としては、炭素－炭素二重結合の全部がエポキシ化されたアルケニレン基が好ましく
、より好ましくは炭素－炭素二重結合の全部がエポキシ化された炭素数２～４のアルケニ
レン基である。
【０１１３】
　上記式（ｉ）で表される脂環式エポキシ化合物の代表的な例としては、（３，４，３’
，４’－ジエポキシ）ビシクロヘキシル、下記式（ｉ－１）～（ｉ－１０）で表される化
合物等が挙げられる。なお、下記式（ｉ－５）、（ｉ－７）中のｌ、ｍは、それぞれ１～
３０の整数を表す。下記式（ｉ－５）中のＲ’は炭素数１～８のアルキレン基であり、中
でも、メチレン基、エチレン基、プロピレン基、イソプロピレン基等の炭素数１～３の直
鎖又は分岐鎖状のアルキレン基が好ましい。下記式（ｉ－９）、（ｉ－１０）中のｎ１～
ｎ６は、それぞれ１～３０の整数を示す。また、上記式（ｉ）で表される脂環式エポキシ
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ロパン、１，２－ビス（３，４－エポキシシクロヘキシル）エタン、２，３－ビス（３，
４－エポキシシクロヘキシル）オキシラン、ビス（３，４－エポキシシクロヘキシルメチ
ル）エーテル等が挙げられる。
【化２４】
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【化２５】

【０１１４】
　上述の（２）脂環にエポキシ基が直接単結合で結合している化合物としては、例えば、
下記式（ｉｉ）で表される化合物等が挙げられる。

【化２６】

【０１１５】
　式（ｉｉ）中、Ｒ”は、ｐ価のアルコールの構造式からｐ個の水酸基（－ＯＨ）を除い
た基（ｐ価の有機基）であり、ｐ、ｎはそれぞれ自然数を表す。ｐ価のアルコール［Ｒ"
（ＯＨ）p］としては、２，２－ビス（ヒドロキシメチル）－１－ブタノール等の多価ア
ルコール（炭素数１～１５のアルコール等）等が挙げられる。ｐは１～６が好ましく、ｎ
は１～３０が好ましい。ｐが２以上の場合、それぞれの（　）内（外側の括弧内）の基に
おけるｎは同一でもよく異なっていてもよい。上記式（ｉｉ）で表される化合物としては
、具体的には、２，２－ビス（ヒドロキシメチル）－１－ブタノールの１，２－エポキシ
－４－（２－オキシラニル）シクロヘキサン付加物［例えば、商品名「ＥＨＰＥ３１５０
」（（株）ダイセル製）等］等が挙げられる。
【０１１６】
　上述の（３）分子内に脂環及びグリシジルエーテル基を有する化合物としては、例えば
、脂環式アルコール（特に、脂環式多価アルコール）のグリシジルエーテルが挙げられる
。より詳しくは、例えば、２，２－ビス［４－（２，３－エポキシプロポキシ）シクロへ
キシル］プロパン、２，２－ビス［３，５－ジメチル－４－（２，３－エポキシプロポキ
シ）シクロへキシル］プロパンなどのビスフェノールＡ型エポキシ化合物を水素化した化
合物（水素化ビスフェノールＡ型エポキシ化合物）；ビス［ｏ，ｏ－（２，３－エポキシ
プロポキシ）シクロへキシル］メタン、ビス［ｏ，ｐ－（２，３－エポキシプロポキシ）
シクロへキシル］メタン、ビス［ｐ，ｐ－（２，３－エポキシプロポキシ）シクロへキシ
ル］メタン、ビス［３，５－ジメチル－４－（２，３－エポキシプロポキシ）シクロへキ
シル］メタンなどのビスフェノールＦ型エポキシ化合物を水素化した化合物（水素化ビス
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フェノールＦ型エポキシ化合物）；水素化ビフェノール型エポキシ化合物；水素化フェノ
ールノボラック型エポキシ化合物；水素化クレゾールノボラック型エポキシ化合物；ビス
フェノールＡの水素化クレゾールノボラック型エポキシ化合物；水素化ナフタレン型エポ
キシ化合物；トリスフェノールメタンから得られるエポキシ化合物の水素化エポキシ化合
物；下記芳香族エポキシ化合物の水素化エポキシ化合物等が挙げられる。
【０１１７】
　上記芳香族エポキシ化合物としては、例えば、ビスフェノール類［例えば、ビスフェノ
ールＡ、ビスフェノールＦ、ビスフェノールＳ、フルオレンビスフェノール等］と、エピ
ハロヒドリンとの縮合反応により得られるエピビスタイプグリシジルエーテル型エポキシ
樹脂；これらのエピビスタイプグリシジルエーテル型エポキシ樹脂を上記ビスフェノール
類とさらに付加反応させることにより得られる高分子量エピビスタイプグリシジルエーテ
ル型エポキシ樹脂；フェノール類［例えば、フェノール、クレゾール、キシレノール、レ
ゾルシン、カテコール、ビスフェノールＡ、ビスフェノールＦ、ビスフェノールＳ等］と
アルデヒド［例えば、ホルムアルデヒド、アセトアルデヒド、ベンズアルデヒド、ヒドロ
キシベンズアルデヒド、サリチルアルデヒド等］とを縮合反応させて得られる多価アルコ
ール類を、さらにエピハロヒドリンと縮合反応させることにより得られるノボラック・ア
ルキルタイプグリシジルエーテル型エポキシ樹脂；フルオレン環の９位に２つのフェノー
ル骨格が結合し、かつこれらフェノール骨格のヒドロキシ基から水素原子を除いた酸素原
子に、それぞれ、直接又はアルキレンオキシ基を介してグリシジル基が結合しているエポ
キシ化合物等が挙げられる。
【０１１８】
　上記脂肪族エポキシ化合物としては、例えば、ｑ価の環状構造を有しないアルコール（
ｑは自然数である）のグリシジルエーテル；一価又は多価カルボン酸［例えば、酢酸、プ
ロピオン酸、酪酸、ステアリン酸、アジピン酸、セバシン酸、マレイン酸、イタコン酸等
］のグリシジルエステル；エポキシ化亜麻仁油、エポキシ化大豆油、エポキシ化ひまし油
等の二重結合を有する油脂のエポキシ化物；エポキシ化ポリブタジエン等のポリオレフィ
ン（ポリアルカジエンを含む）のエポキシ化物等が挙げられる。なお、上記ｑ価の環状構
造を有しないアルコールとしては、例えば、メタノール、エタノール、１－プロピルアル
コール、イソプロピルアルコール、１－ブタノール等の一価のアルコール；エチレングリ
コール、１，２－プロパンジオール、１，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジオー
ル、ネオペンチルグリコール、１，６－ヘキサンジオール、ジエチレングリコール、トリ
エチレングリコール、テトラエチレングリコール、ジプロピレングリコール、ポリエチレ
ングリコール、ポリプロピレングリコール等の二価のアルコール；グリセリン、ジグリセ
リン、エリスリトール、トリメチロールエタン、トリメチロールプロパン、ペンタエリス
リトール、ジペンタエリスリトール、ソルビトール等の三価以上の多価アルコール等が挙
げられる。また、ｑ価のアルコールは、ポリエーテルポリオール、ポリエステルポリオー
ル、ポリカーボネートポリオール、ポリオレフィンポリオール等であってもよい。
【０１１９】
　上記オキセタン化合物としては、分子内に１以上のオキセタン環を有する公知乃至慣用
の化合物が挙げられ、特に限定されないが、例えば、３，３－ビス（ビニルオキシメチル
）オキセタン、３－エチル－３－（ヒドロキシメチル）オキセタン、３－エチル－３－（
２－エチルヘキシルオキシメチル）オキセタン、３－エチル－３－［（フェノキシ）メチ
ル］オキセタン、３－エチル－３－（ヘキシルオキシメチル）オキセタン、３－エチル－
３－（クロロメチル）オキセタン、３，３－ビス（クロロメチル）オキセタン、１，４－
ビス［（３－エチル－３－オキセタニルメトキシ）メチル］ベンゼン、ビス｛［１－エチ
ル（３－オキセタニル）］メチル｝エーテル、４，４’－ビス［（３－エチル－３－オキ
セタニル）メトキシメチル］ビシクロヘキシル、１，４－ビス［（３－エチル－３－オキ
セタニル）メトキシメチル］シクロヘキサン、１，４－ビス｛〔（３－エチル－３－オキ
セタニル）メトキシ〕メチル｝ベンゼン、３－エチル－３－｛〔（３－エチルオキセタン
－３－イル）メトキシ〕メチル）｝オキセタン、キシリレンビスオキセタン、３－エチル
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－３－｛［３－（トリエトキシシリル）プロポキシ］メチル｝オキセタン、オキセタニル
シルセスキオキサン、フェノールノボラックオキセタン等が挙げられる。
【０１２０】
　上記ビニルエーテル化合物としては、分子内に１以上のビニルエーテル基を有する公知
乃至慣用の化合物を使用することができ、特に限定されないが、例えば、２－ヒドロキシ
エチルビニルエーテル（エチレングリコールモノビニルエーテル）、３－ヒドロキシプロ
ピルビニルエーテル、２－ヒドロキシプロピルビニルエーテル、２－ヒドロキシイソプロ
ピルビニルエーテル、４－ヒドロキシブチルビニルエーテル、３－ヒドロキシブチルビニ
ルエーテル、２－ヒドロキシブチルビニルエーテル、３－ヒドロキシイソブチルビニルエ
ーテル、２－ヒドロキシイソブチルビニルエーテル、１－メチル－３－ヒドロキシプロピ
ルビニルエーテル、１－メチル－２－ヒドロキシプロピルビニルエーテル、１－ヒドロキ
シメチルプロピルビニルエーテル、４－ヒドロキシシクロヘキシルビニルエーテル、１，
６－ヘキサンジオールモノビニルエーテル、１，６－ヘキサンジオールジビニルエーテル
、１，８－オクタンジオールジビニルエーテル、１，４－シクロヘキサンジメタノールモ
ノビニルエーテル、１，４－シクロヘキサンジメタノールジビニルエーテル、１，３－シ
クロヘキサンジメタノールモノビニルエーテル、１，３－シクロヘキサンジメタノールジ
ビニルエーテル、１，２－シクロヘキサンジメタノールモノビニルエーテル、１，２－シ
クロヘキサンジメタノールジビニルエーテル、ｐ－キシレングリコールモノビニルエーテ
ル、ｐ－キシレングリコールジビニルエーテル、ｍ－キシレングリコールモノビニルエー
テル、ｍ－キシレングリコールジビニルエーテル、ｏ－キシレングリコールモノビニルエ
ーテル、ｏ－キシレングリコールジビニルエーテル、エチレングリコールジビニルエーテ
ル、ジエチレングリコールモノビニルエーテル、ジエチレングリコールジビニルエーテル
、トリエチレングリコールモノビニルエーテル、トリエチレングリコールジビニルエーテ
ル、テトラエチレングリコールモノビニルエーテル、テトラエチレングリコールジビニル
エーテル、ペンタエチレングリコールモノビニルエーテル、ペンタエチレングリコールジ
ビニルエーテル、オリゴエチレングリコールモノビニルエーテル、オリゴエチレングリコ
ールジビニルエーテル、ポリエチレングリコールモノビニルエーテル、ポリエチレングリ
コールジビニルエーテル、ジプロピレングリコールモノビニルエーテル、ジプロピレング
リコールジビニルエーテル、トリプロピレングリコールモノビニルエーテル、トリプロピ
レングリコールジビニルエーテル、テトラプロピレングリコールモノビニルエーテル、テ
トラプロピレングリコールジビニルエーテル、ペンタプロピレングリコールモノビニルエ
ーテル、ペンタプロピレングリコールジビニルエーテル、オリゴプロピレングリコールモ
ノビニルエーテル、オリゴプロピレングリコールジビニルエーテル、ポリプロピレングリ
コールモノビニルエーテル、ポリプロピレングリコールジビニルエーテル、イソソルバイ
ドジビニルエーテル、オキサノルボルネンジビニルエーテル、フェニルビニルエーテル、
ｎ－ブチルビニルエーテル、イソブチルビニルエーテル、オクチルビニルエーテル、シク
ロヘキシルビニルエーテル、ハイドロキノンジビニルエーテル、１，４－ブタンジオール
ジビニルエーテル、シクロヘキサンジメタノールジビニルエーテル、トリメチロールプロ
パンジビニルエーテル、トリメチロールプロパントリビニルエーテル、ビスフェノールＡ
ジビニルエーテル、ビスフェノールＦジビニルエーテル、ヒドロキシオキサノルボルナン
メタノールジビニルエーテル、１，４－シクロヘキサンジオールジビニルエーテル、ペン
タエリスリトールトリビニルエーテル、ペンタエリスリトールテトラビニルエーテル、ジ
ペンタエリスリトールペンタビニルエーテル、ジペンタエリスリトールヘキサビニルエー
テル等が挙げられる。
【０１２１】
　本発明の硬化性組成物（ハードコーティング剤）においては、本発明のポリオルガノシ
ルセスキオキサンとともにその他のカチオン硬化性化合物としてビニルエーテル化合物を
併用することが好ましい。これにより、硬化物（ハードコート層）の表面硬度がより高く
なる傾向がある。特に、本発明の硬化性組成物（ハードコーティング剤）を活性エネルギ
ー線（特に紫外線）の照射により硬化させる場合には、活性エネルギー線の照射量を低く
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した場合であっても表面硬度が非常に高い硬化物（ハードコート層）が優れた生産性で（
例えば、エージングのための熱処理を施す必要がない等）得られるという利点がある。こ
のため、硬化物（ハードコート層）を有する本発明のプラスチックレンズの製造ライン速
度をより高くすることが可能となり、これらの生産性がいっそう向上する。
【０１２２】
　また、その他のカチオン硬化性化合物として、特に、分子内に１個以上の水酸基を有す
るビニルエーテル化合物を使用した場合には、表面硬度がより高く、さらに、耐熱黄変性
（加熱による黄変が生じにくい特性）に優れた硬化物（ハードコート層）が得られるとい
う利点がある。このため、いっそう高品質かつ高耐久性の硬化物（ハードコート層）を有
する本発明のプラスチックレンズが得られる。分子内に１個以上の水酸基を有するビニル
エーテル化合物が分子内に有する水酸基の数は、特に限定されないが、１～４個が好まし
く、より好ましくは１又は２個である。具体的には、分子内に１個以上の水酸基を有する
ビニルエーテル化合物としては、例えば、２－ヒドロキシエチルビニルエーテル（エチレ
ングリコールモノビニルエーテル）、３－ヒドロキシプロピルビニルエーテル、２－ヒド
ロキシプロピルビニルエーテル、２－ヒドロキシイソプロピルビニルエーテル、４－ヒド
ロキシブチルビニルエーテル、３－ヒドロキシブチルビニルエーテル、２－ヒドロキシブ
チルビニルエーテル、３－ヒドロキシイソブチルビニルエーテル、２－ヒドロキシイソブ
チルビニルエーテル、１－メチル－３－ヒドロキシプロピルビニルエーテル、１－メチル
－２－ヒドロキシプロピルビニルエーテル、１－ヒドロキシメチルプロピルビニルエーテ
ル、４－ヒドロキシシクロヘキシルビニルエーテル、１，６－ヘキサンジオールモノビニ
ルエーテル、１，８－オクタンジオールジビニルエーテル、１，４－シクロヘキサンジメ
タノールモノビニルエーテル、１，３－シクロヘキサンジメタノールモノビニルエーテル
、１，２－シクロヘキサンジメタノールモノビニルエーテル、ｐ－キシレングリコールモ
ノビニルエーテル、ｍ－キシレングリコールモノビニルエーテル、ｏ－キシレングリコー
ルモノビニルエーテル、ジエチレングリコールモノビニルエーテル、トリエチレングリコ
ールモノビニルエーテル、テトラエチレングリコールモノビニルエーテル、ペンタエチレ
ングリコールモノビニルエーテル、オリゴエチレングリコールモノビニルエーテル、ポリ
エチレングリコールモノビニルエーテル、トリプロピレングリコールモノビニルエーテル
、テトラプロピレングリコールモノビニルエーテル、ペンタプロピレングリコールモノビ
ニルエーテル、オリゴプロピレングリコールモノビニルエーテル、ポリプロピレングリコ
ールモノビニルエーテル、ペンタエリスリトールトリビニルエーテル、ジペンタエリスリ
トールペンタビニルエーテル等が挙げられる。
【０１２３】
　本発明の硬化性組成物（ハードコーティング剤）におけるその他のカチオン硬化性化合
物の含有量（配合量）は、特に限定されないが、本発明のポリオルガノシルセスキオキサ
ンとその他のカチオン硬化性化合物の総量（１００重量％；カチオン硬化性化合物の全量
）に対して、５０重量％以下（例えば、０～５０重量％）が好ましく、より好ましくは３
０重量％以下（例えば、０～３０重量％）、さらに好ましくは１０重量％以下である。そ
の他のカチオン硬化性化合物の含有量を５０重量％以下（特に１０重量％以下）とするこ
とにより、硬化物（ハードコート層）の耐擦傷性がより向上する傾向がある。一方、その
他のカチオン硬化性化合物の含有量を１０重量％以上とすることにより、硬化性組成物（
ハードコーティング剤）や硬化物（ハードコート層）に対して所望の性能（例えば、硬化
性組成物に対する速硬化性や粘度調整等）を付与することができる場合がある。
【０１２４】
　本発明の硬化性組成物（ハードコーティング剤）におけるビニルエーテル化合物（特に
、分子内に１個以上の水酸基を有するビニルエーテル化合物）の含有量（配合量）は、特
に限定されないが、本発明のポリオルガノシルセスキオキサンとその他のカチオン硬化性
化合物の総量（１００重量％；カチオン硬化性化合物の全量）に対して、０．０１～１０
重量％が好ましく、より好ましくは０．０５～９重量％、さらに好ましくは１～８重量％
である。ビニルエーテル化合物の含有量を上記範囲に制御することにより、硬化物（ハー
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ドコート層）の表面硬度がより高くなり、活性エネルギー線（例えば、紫外線）の照射量
を低くした場合であっても表面硬度が非常に高い硬化物（ハードコート層）が得られる傾
向がある。特に、分子内に１個以上の水酸基を有するビニルエーテル化合物の含有量を上
記範囲に制御することにより、硬化物（ハードコート層）の表面硬度が特に高くなること
に加えて、その耐熱黄変性もいっそう向上する傾向がある。
【０１２５】
　本発明の硬化性組成物（ハードコーティング剤）は、表面平滑性の向上ため、レベリン
グ剤を含んでいてもよい。レベリング剤としては、表面張力低下能を有していればよく、
慣用のレベリング剤を使用することができる。レベリング剤としては、表面張力低下能に
優れる点から、シリコーン系レベリング剤、フッ素系レベリング剤が好ましく、特にフッ
素系レベリング剤が好ましい。本発明では、本発明のポリオルガノシルセスキオキサンと
レベリング剤とを組合せることにより、表面平滑性を向上でき、透明性や光沢（外観）、
滑り性等を向上できる。さらに、特定のレベリング剤を特定量用いることにより、表面硬
度や耐擦傷性をより向上させることができる。
【０１２６】
　上記シリコーン系レベリング剤は、ポリシロキサン骨格を有する化合物を含むレベリン
グ剤であり、ポリオルガノシロキサン骨格としては、上記本発明のポリオルガノシルセス
キオキサンと同様に、Ｍ単位、Ｄ単位、Ｔ単位、Ｑ単位で形成されたポリオルガノシロキ
サンであればよいが、通常、Ｄ単位で形成されたポリオルガノシロキサンが好ましく使用
される。ポリオルガノシロキサンの有機基としては、通常、Ｃ1-4アルキル基、アリール
基が使用され、メチル基、フェニル基（特にメチル基）が汎用される。シロキサン単位の
繰り返し数（重合度）は、例えば２～３０００であり、好ましくは３～２０００であり、
より好ましくは５～１０００である。
【０１２７】
　上記フッ素系レベリング剤は、フルオロ脂肪族炭化水素骨格を有するレベリング剤であ
り、フルオロ脂肪族炭化水素骨格としては、例えばフルオロメタン、フルオロエタン、フ
ルオロプロパン、フルオロイソプロパン、フルオロブタン、フルオロイソブタン、フルオ
ロｔ－ブタン、フルオロペンタン、フルオロヘキサン等のフルオロＣ1-10アルカン等を挙
げることができる。
【０１２８】
　これらのフルオロ脂肪族炭化水素骨格は、少なくとも一部の水素原子がフッ素原子に置
換されていればよいが、耐擦傷性、滑り性及び防汚性を向上できる点から、全ての水素原
子がフッ素原子で置換されたパーフルオロ脂肪族炭化水素骨格が好ましい。
【０１２９】
　さらに、フルオロ脂肪族炭化水素骨格は、エーテル結合を介した繰り返し単位であるポ
リフルオロアルキレンエーテル骨格を形成していてもよい。繰り返し単位としてのフルオ
ロ脂肪族炭化水素基は、フルオロメチレン、フルオロエチレン、フルオロプロピレン、フ
ルオロイソプロピレン等のフルオロＣ1-4アルキレン基からなる群より選択された少なく
とも１種であってもよい。ポリフルオロアルキレンエーテル単位の繰り返し数（重合度）
は、例えば１０～３０００であり、好ましくは３０～１０００であり、より好ましくは５
０～５００である。
【０１３０】
　これらの骨格のうち、本発明のポリオルガノシルセスキオキサンとの親和性に優れ、ポ
リオルガノシロキサン骨格が好ましい。
【０１３１】
　このような骨格を有するレベリング剤は、各種の機能性を付与するために、加水分解縮
合性基、エポキシ基に対する反応性基、ラジカル重合性基、ポリエーテル基、ポリエステ
ル基、ポリウレタン基等の機能性基を有していてもよい。また、シリコーン系レベリング
剤がフルオロ脂肪族炭化水素基を有していてもよく、フッ素系レベリング剤がポリオルガ
ノシロキサン基を有していてもよい。
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【０１３２】
　上記加水分解縮合性基としては、例えば、ヒドロキシシリル基、トリクロロシリル基等
のトリハロシリル基、ジクロロメチルシリル基等のジハロＣ1-4アルキルシリル基、ジク
ロロフェニルシリル基等のジハロアリール基、クロロジメチルシリル基等のクロロジＣ1-

4アルキルシリル等のハロジＣ1-4アルキルシリル基、トリメトキシシリル基、トリエトキ
シシリル基等のトリＣ1-4アルコキシシリル基、ジメトキシメチルシリル基、ジエトキシ
メチルシリル基等のジＣ1-4アルコキシＣ1-4アルキルシリル基、ジメトキシフェニルシリ
ル基、ジエトキシフェニルシリル基等のジＣ1-4アルコキシアリールシリル基、メトキシ
ジメチルシリル基、エトキシジメチルシリル基等のＣ1-4アルコキシジＣ1-4アルキルシリ
ル基、メトキシジフェニルシリル基、エトキシジゲニルシリル基等のＣ1-4アルコキシジ
アリールシリル基、メトキシメチルフェニルシリル基、エトキシメチルフェニルシリル基
等のＣ1-4アルコキシＣ1-4アルキルアリールシリル基等を挙げることができる。これらの
うち、反応性等の点から、トリメトキシシリル基等のトリＣ1-4アルコキシシリル基が好
ましい。
【０１３３】
　上記エポキシ基に対する反応性基としては、例えば、ヒドロキシル基、アミノ基、カル
ボキシル基、酸無水物基（無水マレイン酸基等）、イソシアネート基等を挙げることがで
きる。これらのうち、反応性等の点から、ヒドロキシル基、アミノ基、酸無水物基、イソ
シアネート基等が汎用され、取り扱い性や入手容易性等の点から、ヒドロキシル基が好ま
しい。
【０１３４】
　上記ラジカル重合性基としては、例えば、（メタ）アクリロイルオキシ基、ビニル基等
を挙げることができる。これらのうち、（メタ）アクリロイルオキシ基が汎用される。
【０１３５】
　上記ポリエーテル基としては、例えば、ポリオキシエチレン基、ポリオキシプロピレン
基、ポリオキシブチレン、ポリオキシエチレン－ポリオキシプロピレン基等のポリオキシ
Ｃ2-4アルキレン基等を挙げることができる。ポリエーテル基において、オキシアルキレ
ン基の繰り返し数（付加モル数）は、例えば２～１０００、好ましくは３～１００であり
、より好ましくは５～５０である。これらのうち、ポリオキシエチレンやポリオキシプロ
ピレン等のポリオキシＣ2-3アルキレン基（特にポリオキシエチレン基）が好ましい。
【０１３６】
　上記ポリエステル基としては、例えば、ジカルボン酸（テレフタル酸等の芳香族カルボ
ン酸やアジピン酸等の脂肪族カルボン酸等）とジオール（エチレングリコール等の脂肪族
ジオール等）との反応により形成されるポリエステル基、環状エステル（例えば、カプロ
ラクトン等のラクトン類）の開環重合により形成されるポリエステル基等を挙げることが
できる。
【０１３７】
　上記ポリウレタン基としては、例えば、慣用のポリエステル型ポリウレタン基、ポリエ
ーテル型ポリウレタン基等を挙げることができる。
【０１３８】
　これらの機能性基は、ポリオルガノシロキサン骨格又はフルオロ脂肪族炭化水素骨格に
対して、直接結合で導入されていてもよく、連結基（例えばアルキレン基、シクロアルキ
レン基、エーテル基、エステル基、アミド基、ウレタン基、又はこれらを組み合わせた連
結基等）を介して導入されていてもよい。
【０１３９】
　これらの機能性基のうち、本発明のポリオルガノシルセスキオキサンと反応して、硬化
物（ハードコート層）の硬度を向上できる点から、加水分解縮合性基、エポキシ基に対す
る反応性基が好ましく、エポキシ基に対する反応性基（特にヒドロキシル基）が特に好ま
しい。
【０１４０】



(31) JP 6889638 B2 2021.6.18

10

20

30

40

50

　なお、ヒドロキシル基は、（ポリ）オキシアルキレン基［（ポリ）オキシエチレン基等
］の末端ヒドロキシル基であってもよい。このようなレベリング剤としては、例えばポリ
ジメチルシロキサン等のポリオルガノシロキサン骨格の側鎖に（ポリ）オキシエチレン基
等の（ポリ）オキシＣ2-3アルキレン基が導入されたシリコーン系レベリング剤（ポリジ
メチルシロキサンポリオキシエチレン等）、（ポリ）オキシエチレン等の（ポリ）オキシ
Ｃ2-3アルキレン骨格の側鎖にフルオロ脂肪族炭化水素基が導入されたフッ素系レベリン
グ剤（フルオロアルキルポリオキシエチレン等）等を挙げることができる。
【０１４１】
　上記シリコーン系レベリング剤としては、市販のシリコーン系レベリング剤を使用でき
、例えば、商品名「ＢＹＫ－３００」、「ＢＹＫ－３０１／３０２」、「ＢＹＫ－３０６
」、「ＢＹＫ－３０７」、「ＢＹＫ－３１０」、「ＢＹＫ－３１５」、「ＢＹＫ－３１３
」、「ＢＹＫ－３２０」、「ＢＹＫ－３２２」、「ＢＹＫ－３２３」、「ＢＹＫ－３２５
」、「ＢＹＫ－３３０」、「ＢＹＫ－３３１」、「ＢＹＫ－３３３」、「ＢＹＫ－３３７
」、「ＢＹＫ－３４１」、「ＢＹＫ－３４４」、「ＢＹＫ－３４５／３４６」、「ＢＹＫ
－３４７」、「ＢＹＫ－３４８」、「ＢＹＫ－３４９」、「ＢＹＫ－３７０」、「ＢＹＫ
－３７５」、「ＢＹＫ－３７７」、「ＢＹＫ－３７８」、「ＢＹＫ－ＵＶ３５００」、「
ＢＹＫ－ＵＶ３５１０」、「ＢＹＫ－ＵＶ３５７０」、「ＢＹＫ－３５５０」、「ＢＹＫ
－ＳＩＬＣＬＥＡＮ３７００」、「ＢＹＫ－ＳＩＬＣＬＥＡＮ３７２０」（以上、ビック
ケミー・ジャパン（株）製）；商品名「ＡＣ　ＦＳ １８０」、「ＡＣ ＦＳ ３６０」、
「ＡＣ Ｓ ２０」（以上、Ａｌｇｉｎ Ｃｈｅｍｉｅ製）；商品名「ポリフローＫＬ－４
００Ｘ」、「ポリフローＫＬ－４００ＨＦ」、「ポリフローＫＬ－４０１」、「ポリフロ
ーＫＬ－４０２」、「ポリフローＫＬ－４０３」、「ポリフローＫＬ－４０４」（以上、
共栄社化学（株）製）；商品名「ＫＰ－３２３」、「ＫＰ－３２６」、「ＫＰ－３４１」
、「ＫＰ－１０４」、「ＫＰ－１１０」、「ＫＰ－１１２」（以上、信越化学工業（株）
製）；商品名「ＬＰ－７００１」、「ＬＰ－７００２」、「８０３２ ＡＤＤＩＴＩＶＥ
」、「５７ ＡＤＤＩＴＩＶＥ」、「Ｌ－７６０４」、「ＦＺ－２１１０」、「ＦＺ－２
１０５」、「６７ ＡＤＤＩＴＩＶＥ」、「８６１８ ＡＤＤＩＴＩＶＥ」、「３ ＡＤＤ
ＩＴＩＶＥ」、「５６ ＡＤＤＩＴＩＶＥ」（以上、東レ・ダウコーニング（株）製）等
の市販品を使用することができる。
【０１４２】
　上記フッ素系レベリング剤としては、市販のフッ素系レベリング剤を使用でき、例えば
、商品名「オプツールＤＳＸ」、「オプツールＤＡＣ－ＨＰ」（以上、ダイキン工業（株
）製）；商品名「サーフロンＳ－２４２」、「サーフロンＳ－２４３」、「サーフロンＳ
－４２０」、「サーフロンＳ－６１１」、「サーフロンＳ－６５１」、「サーフロンＳ－
３８６」（以上、ＡＧＣセイミケミカル（株）製）；商品名「ＢＹＫ－３４０」（ビック
ケミー・ジャパン（株）製）；商品名「ＡＣ １１０ａ」、「ＡＣ １００ａ」（以上、Ａ
ｌｇｉｎ　Ｃｈｅｍｉｅ製）；商品名「メガファックＦ－１１４」、「メガファックＦ－
４１０」、「メガファックＦ－４４４」、「メガファックＥＸＰ ＴＰ－２０６６」、「
メガファックＦ－４３０」、「メガファックＦ－４７２ＳＦ」、「メガファックＦ－４７
７」、「メガファックＦ－５５２」、「メガファックＦ－５５３」、「メガファックＦ－
５５４」、「メガファックＦ－５５５」、「メガファックＲ－９４」、「メガファックＲ
Ｓ－７２－Ｋ」、「メガファックＲＳ－７５」、「メガファックＦ－５５６」、「メガフ
ァックＥＸＰ ＴＦ－１３６７」、「メガファックＥＸＰ ＴＦ－１４３７」、「メガファ
ックＦ－５５８」、「メガファックＥＸＰ ＴＦ－１５３７」（以上、ＤＩＣ（株）製）
；商品名「ＦＣ－４４３０」、「ＦＣ－４４３２」（以上、住友スリーエム（株）製）；
商品名「フタージェント １００」、「フタージェント １００Ｃ」、「フタージェント 
１１０」、「フタージェント １５０」、「フタージェント １５０ＣＨ」、「フタージェ
ント Ａ－Ｋ」、「フタージェント ５０１」、「フタージェント ２５０」、「フタージ
ェント ２５１」、「フタージェント ２２２Ｆ」、「フタージェント ２０８Ｇ」、「フ
タージェント ３００」、「フタージェント ３１０」、「フタージェント ４００ＳＷ」
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（以上、（株）ネオス製）；商品名「ＰＦ－１３６Ａ」、「ＰＦ－１５６Ａ」、「ＰＦ－
１５１Ｎ」、「ＰＦ－６３６」、「ＰＦ－６３２０」、「ＰＦ－６５６」、「ＰＦ－６５
２０」、「ＰＦ－６５１」、「ＰＦ－６５２」、「ＰＦ－３３２０」（以上、北村化学産
業（株）製）等の市販品を使用することができる。
【０１４３】
　これらのレベリング剤は、１種を単独で使用することもできるし、２種以上を組み合わ
せて使用することもできる。これらのレベリング剤のうち、本発明のポリオルガノシルセ
スキオキサンとの親和性に優れ、エポキシ基と反応でき、硬化物（ハードコート層）の硬
度や外観を向上できる点から、ヒドロキシル基を有するシリコーン系レベリング剤が好ま
しい。
【０１４４】
　上記ヒドロキシル基を有するシリコーン系レベリング剤としては、例えば、ポリオルガ
ノシロキサン骨格（ポリジメチルシロキサン等）の主鎖又は側鎖にポリエーテル基を導入
したポリエーテル変性ポリオルガノシロキサン、ポリオルガノシロキサン骨格の主鎖又は
側鎖にポリエステル基を導入したポリエステル変性ポリオルガノシロキサン、（メタ）ア
クリル系樹脂にポリオルガノシロキサンを導入したシリコーン変性（メタ）アクリル系樹
脂等を挙げることができる。これらのレベリング剤において、ヒドロキシル基は、ポリオ
ルガノシロキサン骨格を有していてもよく、ポリエーテル基、ポリエステル基、（メタ）
アクリロイル基を有していてもよい。このようなレベリング剤の市販品としては、例えば
、商品名「ＢＹＫ－３７０」、「ＢＹＫ－ＳＩＬＣＬＥＡＮ３７００」、「ＢＹＫ－ＳＩ
ＬＣＬＥＡＮ３７２０」（以上、ビックケミー・ジャパン（株）製）等を使用することが
できる。
【０１４５】
　上記レベリング剤の割合は、本発明のポリオルガノシルセスキオキサン１００重量部に
対して、例えば０．０１～２０重量部であり、好ましくは０．０５～１５重量部であり、
より好ましくは０．１～１０重量部であり、さらに好ましくは０．１３～５重量部である
。レベリング剤の割合が少な過ぎると、硬化物（ハードコート層）の表面平滑性が低下す
るおそれがあり、多過ぎると、硬化物（ハードコート層）の表面硬度が低下するおそれが
ある。
【０１４６】
　特にシリコーン系レベリング剤の割合は、本発明のポリオルガノシルセスキオキサン１
００重量部に対して、例えば０．０１～１０重量部であり、好ましくは０．０３～５重量
部であり、より好ましくは０．０５～３重量部であり、さらに好ましくは０．０７～２重
量部であり、特に好ましくは０．１～１．５重量部である。また、ヒドロキシル基を有す
るシリコーン系レベリング剤の割合は、本発明のポリオルガノシルセスキオキサン１００
重量部に対して、例えば０．０１～５重量部であり、好ましくは０．０３～４重量部であ
り、より好ましくは０．０５～３重量部であり、さらに好ましくは０．０７～２重量部で
あり、特に好ましくは０．１～１．５重量部である。
【０１４７】
　特にフッ素系レベリング剤の割合は、本発明のポリオルガノシルセスキオキサン１００
重量部に対して、例えば０．０１～５重量部であり、好ましくは０．０３～３重量部であ
り、より好ましくは０．０５～２重量部であり、さらに好ましくは０．０７～１重量部で
あり、特に好ましくは０．１～０．８重量部である。レベリング剤の割合をこれらの範囲
に調整すると、硬化物（ハードコート層）の表面平滑性を向上できるだけでなく、従来は
レベリング剤の機能として想定されていなかった硬化物（ハードコート層）の表面硬度も
向上できる。
【０１４８】
　本発明の硬化性組成物（ハードコーティング剤）は、さらに、その他任意の成分（以下
、「その他の成分」という）として、沈降シリカ、湿式シリカ、ヒュームドシリカ、焼成
シリカ、酸化チタン、酸化ジルコニウム、アルミナ、ガラス、石英、アルミノケイ酸、酸
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化鉄、酸化亜鉛等の金属酸化物、炭酸カルシウム、カーボンブラック、炭化ケイ素、窒化
ケイ素、窒化ホウ素等の無機質充填剤や無機質粒子、これらの充填剤をオルガノハロシラ
ン、オルガノアルコキシシラン、オルガノシラザン等の有機ケイ素化合物により処理した
無機質充填剤；シリコーン樹脂、エポキシ樹脂、フッ素樹脂等の有機樹脂微粉末；銀、銅
等の導電性金属粉末等の充填剤、硬化助剤、溶剤（有機溶剤等）、安定化剤（酸化防止剤
、紫外線吸収剤、耐光安定剤、熱安定化剤、重金属不活性化剤など）、難燃剤（リン系難
燃剤、ハロゲン系難燃剤、無機系難燃剤など）、難燃助剤、補強材（他の充填剤など）、
核剤、カップリング剤（シランカップリング剤等）、滑剤、ワックス、可塑剤、離型剤、
耐衝撃改良剤、色相改良剤、透明化剤、レオロジー調整剤（流動性改良剤など）、加工性
改良剤、着色剤（染料、顔料など）、帯電防止剤、分散剤、表面調整剤（消泡剤、ワキ防
止剤など）、表面改質剤（スリップ剤など）、艶消し剤、消泡剤、抑泡剤、脱泡剤、抗菌
剤、防腐剤、粘度調整剤、増粘剤、光増感剤、発泡剤などの慣用の添加剤を含んでいても
よい。これらの添加剤は１種を単独で、又は２種以上を組み合わせて使用できる。
　本発明の硬化性組成物（ハードコーティング剤）におけるその他の成分の合計含有量（
配合量）は、特に限定されないが、溶媒等の揮発成分を除く硬化性組成物の固形分全量（
１００重量％）に対して、１０重量％以下が好ましく、より好ましくは５重量％以下、さ
らに好ましくは４重量％以下、さらに好ましくは３重量％以下、さらに好ましくは２重量
％以下、特に好ましくは１重量％以下である。その他の成分の含有量が１０重量％を超え
ると、硬化物（ハードコート層）の表面硬度や接着性、耐光性（耐ＵＶ性）、機械特性（
屈曲性等）流動性等が低下したり、硬化物（ハードコート層）の屈折率が低下してプラス
チックレンズに干渉縞が発生する場合がある。
【０１４９】
　本発明の硬化性組成物（ハードコーティング剤）は、特に限定されないが、上記の各成
分を室温で又は必要に応じて加熱しながら攪拌・混合することにより調製することができ
る。なお、本発明の硬化性組成物（ハードコーティング剤）は、各成分があらかじめ混合
されたものをそのまま使用する１液系の組成物として使用することもできるし、例えば、
別々に保管しておいた２以上の成分を使用前に所定の割合で混合して使用する多液系（例
えば、２液系）の組成物として使用することもできる。
【０１５０】
　本発明の硬化性組成物（ハードコーティング剤）は、特に限定されないが、常温（約２
５℃）で液体であることが好ましい。より具体的には、本発明の硬化性組成物（ハードコ
ーティング剤）は、溶媒２０％に希釈した液［特に、メチルイソブチルケトンの割合が２
０重量％である硬化性組成物（溶液）］の２５℃における粘度として、３００～２０００
０ｍＰａ・ｓが好ましく、より好ましくは５００～１００００ｍＰａ・ｓ、さらに好まし
くは１０００～８０００ｍＰａ・ｓである。上記粘度を３００ｍＰａ・ｓ以上とすること
により、硬化物（ハードコート層）の耐熱性がより向上する傾向がある。一方、上記粘度
を２００００ｍＰａ・ｓ以下とすることにより、硬化性組成物（ハードコーティング剤）
の調製や取り扱いが容易となり、また、硬化物（ハードコート層）中に気泡が残存しにく
くなる傾向がある。なお、本発明の硬化性組成物（ハードコーティング剤）の粘度は、粘
度計（商品名「ＭＣＲ３０１」、アントンパール社製）を用いて、振り角５％、周波数０
．１～１００（１／ｓ）、温度：２５℃の条件で測定される。
【０１５１】
［プラスチックレンズ基材］
　本発明のプラスチックレンズに使用されるプラスチックレンズ基材のプラスチック材料
としては、上述の通り、ポリアミド系樹脂、ポリカーボネート系樹脂、アクリル系樹脂、
アリル系樹脂（ジエチレングリコールビスアリルカーボネート単独重合体又は共重合体）
、ウレタン系樹脂、及びチオウレタン系樹脂からなる群から選ばれる少なくとも１種の樹
脂（以下、「本発明のプラスチックレンズ基材樹脂」と称する場合がある）が使用される
。これらの樹脂は、レンズの分野で中屈折率（例えば、屈折率１．４９～１．６１程度）
として幅広く使用されるプラスチック材料であり、本発明のハードコート層との屈折率差
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が極めて小さいため、本発明のプラスチックレンズは干渉縞が生じにくい。なお、本発明
のプラスチックレンズ基材樹脂は、単独で又は二種以上組み合わせてもよい。
【０１５２】
　本発明のプラスチックレンズにおいて、プラスチックレンズ基材とハードコート層の屈
折率差は、干渉縞が生じない限り特に限定されないが、好ましくは０．１以下、より好ま
しくは０．０６以下である。
【０１５３】
　本発明のプラスチックレンズ基材樹脂としては、特に、軽量性、結晶性、耐薬品性（例
えば、耐アルコール性、耐ＤＥＰ（ジエチルフタレート）性）、耐ドリリング性（割れに
くさ）、光学特性（色収差が小さく、アッベ数が高いなど）に優れると共に、本発明のハ
ードコート層との屈折率差が小さく干渉縞も生じにくいという観点から、ポリアミド系樹
脂が好ましい。
【０１５４】
　前記ポリアミド系樹脂としては、脂肪族ポリアミド系樹脂（脂肪族ポリアミド）、脂環
族ポリアミド系樹脂（脂環族ポリアミド）、芳香族ポリアミド系樹脂（芳香族ポリアミド
）などが挙げられる。前記ポリアミド系樹脂は、ホモポリアミド又はコポリアミドであっ
てもよい。
【０１５５】
　脂肪族ポリアミドとしては、ホモポリアミド、例えば、脂肪族ジアミン成分（テトラメ
チレンジアミン、ヘキサメチレンジアミン、ドデカンジアミンなどのＣ4-14アルキレンジ
アミンなど）と脂肪族ジカルボン酸成分（アジピン酸、セバシン酸、ドデカン二酸などの
Ｃ6-14アルカンジカルボン酸など）との縮合物（例えば、ポリアミド４６、ポリアミド６
６、ポリアミド６１０、ポリアミド６１２、ポリアミド１０１０など）、ラクタム（ε－
カプロラクタム、ω－ラウルラクタムなどの炭素数４～１６の程度のラクタムなど）又は
アミノカルボン酸（ε－アミノウンデカン酸などの炭素数４～１６程度のアミノカルボン
酸など）のホモポリアミド（例えば、ポリアミド６、ポリアミド１１、ポリアミド１２な
ど）など；コポリアミド、例えば、前記脂肪族ジアミン成分、脂肪族ジカルボン酸成分、
ラクタム及びアミノカルボン酸などのポリアミドを構成し得るモノマー成分が共重合した
コポリアミド、例えば、６－アミノカプロン酸と１２－アミノドデカン酸との共重合体；
６－アミノカプロン酸、１２－アミノドデカン酸、ヘキサメチレンジアミン及びアジピン
酸の共重合体；ポリアミド６／１１、ポリアミド６／１２、ポリアミド６６／１１、ポリ
アミド６６／１２などが例示できる。
【０１５６】
　脂環族ポリアミドとしては、脂環族ジアミン及び脂環族ジカルボン酸から選択された少
なくとも一種を構成成分とするホモ又はコポリアミドなどが挙げられる。脂環族ジアミン
としては、ジアミノシクロヘキサンなどのジアミノＣ5-10シクロアルカン類；ビス（４－
アミノシクロヘキシル）メタン、ビス（４－アミノ－３－メチルシクロヘキシル）メタン
、２，２－ビス（４'－アミノシクロヘキシル）プロパンなどのビス（アミノＣ5-10シク
ロアルキル）Ｃ1-6アルカン類などが挙げられる。脂環族ジアミンは、アルキル基（メチ
ル基、エチル基などのＣ1-6アルキル基、好ましくはＣ1-4アルキル基、さらに好ましくは
Ｃ1-2アルキル基）などの置換基を有していてもよい。また、脂環族ジカルボン酸として
は、シクロヘキサン－１，４－ジカルボン酸、シクロヘキサン－１，３－ジカルボン酸な
どのＣ5-10シクロアルカンジカルボン酸類などが挙げられる。
【０１５７】
　脂環族ポリアミドは、前記ジアミン成分及びジカルボン酸成分として、脂環族ジアミン
及び／又は脂環族ジカルボン酸と共に、脂肪族ジアミン（テトラメチレンジアミン、ヘキ
サメチレンジアミン、ドデカンジアミンなどのＣ4-14アルキレンジアミンなど）及び／又
は脂肪族ジカルボン酸（アジピン酸、セバシン酸、ドデカン二酸などのＣ4-18アルカンジ
カルボン酸など）を構成成分とする樹脂であってもよい。
【０１５８】
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　好ましい脂環族ポリアミドとしては、例えば、脂環族ジアミン［例えば、ビス（アミノ
Ｃ5-10シクロアルキル）Ｃ1-6アルカン類、好ましくはビス（アミノＣ6-8シクロアルキル
）Ｃ1-6アルカン類、さらに好ましくはビス（アミノシクロヘキシル）Ｃ1-3アルカン類］
と脂肪族ジカルボン酸（例えば、Ｃ4-18アルカンジカルボン酸、好ましくはＣ6-16アルカ
ンジカルボン酸類、さらに好ましくはＣ8-14アルカンジカルボン酸）とを構成成分とする
樹脂（ホモ又はコポリアミド）などが例示できる。代表的な脂環族ポリアミド系樹脂（脂
環族ジアミンと脂肪族ジカルボン酸とを構成成分とする脂環族ポリアミド系樹脂）には、
下記式（７）で表される脂環族ポリアミドなどが含まれる。
【０１５９】
【化２７】

（式中、Ｘは、直接結合、アルキレン基又はアルケニレン基を示し、Ｒ3及びＲ4は、同一
又は異なったアルキル基を示し、ｒ及びｓは０又は１～４の整数、ｔおよびｕは１以上の
整数を示す）
【０１６０】
　前記式（７）において、基Ｘで表されるアルキレン基（又はアルキリデン基）としては
、メチレン、エチレン、エチリデン、プロピレン、プロパン－１，３－ジイル、２－プロ
ピリデン、ブチレンなどのＣ1-6アルキレン基（又はアルキリデン基）、好ましくはＣ1-4

アルキレン基（又はアルキリデン基）、さらに好ましくはＣ1-3アルキレン基（又はアル
キリデン基）が挙げられる。また、基Ｘで表されるアルケニレン基としては、ビニレン、
プロぺニレンなどのＣ2-6アルケニレン基、好ましくはＣ2-4アルケニレン基などが挙げら
れる。
【０１６１】
　置換基Ｒ3及びＲ4において、アルキル基としては、例えば、メチル、エチル、プロピル
、イソプロピル、ブチル基などのＣ1-6アルキル基、好ましくはＣ1-4アルキル基、さらに
好ましくはＣ1-2アルキル基（メチル基、エチル基など）が挙げられる。
【０１６２】
　これらの置換基Ｒ3及びＲ4の数ｒおよびｓは、０又は１～４の整数から選択できるが、
通常、０又は１～３の整数、好ましくは０又は１～２の整数、さらに好ましくは０又は１
であってもよい。また、置換基Ｒ3及びＲ4の置換位置は、通常、アミド基に対して２位、
３位、５位、６位から選択でき、好ましくは２位、６位であってもよい。
【０１６３】
　前記式（７）において、ｔは、例えば、４以上（例えば、４～３０程度）、好ましくは
６以上（例えば、６～２０程度）、さらに好ましくは８以上（例えば、８～１５程度）で
あってもよい。また、前記式（７）において、ｕ（重合度）は、例えば、５以上（例えば
、１０～１０００程度）、好ましくは１０以上（例えば、３０～８００程度）、さらに好
ましくは５０以上（例えば、１００～５００程度）であってもよい。
【０１６４】
　なお、脂環族ポリアミドは、透明性が高く、いわゆる透明ポリアミドとして知られてい
る。前記のような脂環族ポリアミド系樹脂は、例えば、ダイセル・エボニック（株）から
、例えば、「トロガミド（TOROGAMID）」、エムス社から「グリルアミド（Grilamid）」
などとして入手することもできる。脂環族ポリアミド系樹脂は、単独で又は二種以上組み
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合わせてもよい。
【０１６５】
　前記芳香族ポリアミドには、ジアミン成分（例えば、テトラメチレンジアミン、ヘキサ
メチレンジアミン、ドデカンジアミンなどのＣ4-14アルキレンジアミンなど脂肪族ジアミ
ン）及びジカルボン酸成分（例えば、アジピン酸、セバシン酸、ドデカン二酸などのＣ4-

14アルカンジカルボン酸などの脂肪族ジカルボン酸）のうち少なくとも一方の成分が芳香
族成分であるポリアミド、例えば、ジアミン成分が芳香族成分であるポリアミド［ＭＸＤ
－６などの芳香族ジアミン（メタキシリレンジアミンなど）と脂肪族ジカルボン酸との縮
合物など］、ジカルボン酸成分が芳香族成分であるポリアミド［脂肪族ジアミン（トリメ
チルヘキサメチレンジアミンなど）と芳香族ジカルボン酸（テレフタル酸、イソフタル酸
など）との縮合物］などが含まれる。
【０１６６】
　前記ポリアミド系樹脂として、ダイマー酸をジカルボン酸成分とするホモ又はコポリア
ミド、少量の多官能性ポリアミン及び／又はポリカルボン酸成分を用い、分岐鎖構造を導
入したポリアミド、変性ポリアミド（Ｎ－アルコキシメチルポリアミドなど）などを用い
てもよい。さらに、用途によっては、ポリアミド系樹脂は、熱可塑性エラストマーであっ
てもよい。
【０１６７】
　これらのポリアミド系樹脂は、単独で又は二種以上組み合わせてもよい。
【０１６８】
　上記に例示した各種ポリアミドのうち、本発明のプラスチックレンズ基材により好まし
く適するポリアミド系樹脂としては、脂環族ポリアミド系樹脂が挙げられる。
【０１６９】
　ポリアミド系樹脂の数平均分子量は、例えば、６，０００～３００，０００、好ましく
は１０，０００～２００，０００、さらに好ましくは２０，０００～２００，０００程度
であってもよい。
【０１７０】
　ポリアミド系樹脂は、透明性が確保されれば、非結晶性であってもよく、結晶性を有し
ていてもよい。特に、ポリアミド系樹脂は、微結晶性（例えば、結晶化度１～２０％、好
ましくは１～１０％、さらに好ましくは１～８％程度）を有するポリアミド系樹脂（例え
ば、前記式（１）で表される脂環族ポリアミドなどの前記脂環族ポリアミド系樹脂）であ
ってもよい。結晶化度は、慣用の熱分析（示差走査型熱量計）によって求めることができ
、前記ポリアミド系の吸熱ピーク面積（Ｓ）から融解熱量を求め、結晶化度を求めること
ができる。融解熱量は、例えば、３０Ｊ／ｇ以下（例えば、１～３０Ｊ／ｇ程度）、好ま
しくは２０Ｊ／ｇ以下（例えば、２～２０Ｊ／ｇ程度）、さらに好ましくは１７Ｊ／ｇ以
下（３～１７Ｊ／ｇ程度）であってもよい。
【０１７１】
　ポリアミド系樹脂は、熱溶融温度（又は融点）を有していてもよく、熱溶融温度（Ｔｍ
）は、例えば、１００～３００℃、好ましくは１１０～２８０℃、さらに好ましくは１３
０～２６０℃程度であってもよい。特に、結晶性（特に微結晶性）を有するポリアミド系
樹脂の熱溶融温度（Ｔｍ）は、例えば、１５０～３００℃、好ましくは１８０～２８０℃
、さらに好ましくは２１０～２６０℃程度であってもよい。
【０１７２】
　前記ポリアミド系樹脂は、ポリカーボネート系樹脂などに比べて、高いアッベ数を有し
ている場合が多い。特に、高アッベ数のポリアミド系樹脂で構成された偏光膜用保護フィ
ルムは、虹色の色むらの生成を効率よく防止できる。そのため、ポリアミド系樹脂のアッ
ベ数は、３０以上（例えば、３２～６５程度）、通常、３５以上（例えば、３５～６５程
度）の範囲から選択でき、例えば、４０以上（例えば、４０～６０程度）、好ましくは４
２以上（例えば、４２～５８程度）、さらに好ましくは４４以上（例えば、４４～５５程
度）であってもよい。
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【０１７３】
　本発明のプラスチックレンズ基材は、本発明のプラスチックレンズ基材樹脂以外の各種
樹脂（以下、「その他の樹脂」と称する場合がある）を、本発明の所望の効果を損なわな
い範囲で含んでいてもよい。その他の樹脂としては、レンズの分野で常用されるプラスチ
ック材料を特に限定なく使用することができ、例えば、ポリエステル系樹脂等が挙げられ
る。
【０１７４】
　本発明のプラスチックレンズ基材（１００重量％）に対する本発明のプラスチックレン
ズ基材樹脂の含有量は、本発明の所望の効果を損なわない限り特に限定されないが、好ま
しくは９０重量％以上（例えば、９０～１００重量％）、より好ましくは９５～１００重
量％である。本発明のプラスチックレンズ基材樹脂の含有量が９０重量％未満の場合は、
本発明のハードコート層との屈折率差が大きくなり、干渉縞が生じる場合がある。
【０１７５】
　本発明のプラスチックレンズ基材に使用されるプラスチック材料は、種々の添加剤、例
えば、安定剤（熱安定剤、紫外線吸収剤、酸化防止剤など）、可塑剤、滑剤、充填剤、着
色剤、難燃剤、帯電防止剤などを含んでいてもよい。
【０１７６】
　本発明のプラスチックレンズ基材は、本発明のプラスチックレンズ基材樹脂を含むプラ
スチック材料を用いて公知の熱成形技術、例えば、射出成形法、圧縮成形法、トランスフ
ァー成形法、射出圧縮成形法などで製造することができ、好ましくは射出成形法、射出圧
縮成形法などによりプラスチックレンズ基材を形成できる。射出成形は、溶融した前記プ
ラスチック材料の樹脂又はその組成物を金型内に射出成形することにより行うことができ
る。例えば、曲面形状（例えば、球面形状）を有するプラスチックレンズ基材は、凸面及
び／又は凹面にプラスチック材料の樹脂を射出成形してもよいが、通常、凹面側に樹脂を
射出成形する場合が多い。なお、射出成形は、慣用の方法で行うことができ、例えば、樹
脂の種類に応じて２００～３５０℃（好ましくは２５０～３３０℃）程度の温度で溶融混
練された熱可塑性樹脂を５０～２００ＭＰａ程度の圧力で射出することにより行うことが
できる。また、射出成形により得られた成形体はアニール処理してもよい。射出圧縮成形
法を利用すると、溶融樹脂を金型内に射出した後、金型内で樹脂に圧縮力を作用できるた
め、寸法精度の高いプラスチックレンズ基材を得ることができる。
【０１７７】
　プラスチックレンズ基材の厚さは、通常の眼鏡レンズに採用される範囲で限定なく設定
可能であり、通常１．０～３．０ｍｍ程度であるが、矯正用レンズ（ＲＸと呼ばれる）素
材の場合には６．０～１３．０ｍｍになる。程度である。また、プラスチックレンズ基材
の表面形状は特に限定されず、平面、凸面、凹面等の任意の形状であることができる。
【０１７８】
　また、本発明のプラスチックレンズ基材は、偏光レンズであってもよい。該偏光レンズ
の形態も特に限定されず、単層の偏光レンズであっても、複数の層が積層された形態であ
ってもよい。該偏光レンズとしては、偏光膜の少なくとも一方の面に保護フィルムが積層
され、該保護フィルムが上記の本発明のプラスチックレンズ基材樹脂（好ましくは、ポリ
アミド系樹脂）で成形された構成を有するものが好ましい。
【０１７９】
　前記偏光膜としては、特に限定されないが、例えば、ポリビニルアルコール系偏光膜が
挙げられる。このポリビニルアルコール系偏光膜は、通常、ポリビニルアルコール系樹脂
フィルムと、二色性物質（ヨウ素や二色性染料など）とで構成されている。ポリビニルア
ルコール系樹脂は、ポリ酢酸ビニル、酢酸ビニルと少量の共重合性単量体（不飽和カルボ
ン酸、不飽和スルホン酸、カチオン性モノマーなど）との共重合体のケン化物、このケン
化物からの誘導体（ホルマール化物、アセタール化物など）であってもよい。具体的には
、ポリビニルアルコール系樹脂として、ポリビニルアルコール、ポリビニルアセタール、
ポリビニルブチラールなどが例示できる。ポリビニルアルコール系樹脂の平均重合度は、
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例えば、１０００～１００００、好ましくは２０００～７０００、さらに好ましくは３０
００～５０００程度であってもよい。また、ポリビニルアルコール系樹脂のケン化度は、
８５モル％以上、好ましくは９０モル％以上（例えば、９０～１００モル％）、さらに好
ましくは９５モル％以上（例えば、９８～１００モル％）程度である。
【０１８０】
　偏光膜は、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムに、膨潤処理、二色性物質による染色
処理、架橋処理、延伸処理（倍率３～７倍程度の一軸延伸処理）などを施すことにより得
ることができる。偏光膜の厚みは、例えば、５～１００μｍ（例えば、１０～８０μｍ）
程度であってもよい。偏光膜の表面は、密着性を向上させるため、種々の表面処理（例え
ば、コロナ放電処理、プラズマ処理、アンカーコート処理など）を施してもよい。
【０１８１】
　前記保護フィルムの成形方法としては、特に限定されないが、通常、上述の本発明のプ
ラスチックレンズ基材樹脂（好ましくは、ポリアミド系樹脂）を用いた溶融押出成形法、
溶液流延法などにより行うことができる。溶融押出成形法では、例えば、前記プラスチッ
ク材料の樹脂を押出機などで溶融混合し、ダイ（例えば、Ｔダイなど）から押出成形し、
冷却することにより保護フィルムを製造してもよい。保護フィルムの生産性の観点からは
、溶融押出成形法が好ましい。前記プラスチック材料を溶融して成形する（溶融成形する
）際の樹脂温度は、通常、１２０～３５０℃程度の温度範囲から選択できる。
【０１８２】
　前記保護フィルムの厚みは用途に応じて選択でき、特に限定されないが、例えば、２０
～１０００μｍ、好ましくは３０～８００μｍ（例えば、４０～６００μｍ）、さらに好
ましくは５０～５００μｍ（例えば、１００～３００μｍ）程度であってもよい。
【０１８３】
　前記保護フィルムは、配向性を付与するために延伸処理を行ってもよい。また、保護フ
ィルムの表面は、密着性を向上させるため、種々の表面処理（例えば、コロナ放電処理、
プラズマ処理、アンカーコート処理など）を施してもよい。
【０１８４】
　前記偏光レンズにおいて保護フィルムは、通常、接着剤層を介して偏光膜に積層されて
いてもよい。すなわち、前記偏光レンズは、偏光膜と、この偏光膜の少なくとも一方の面
に接着剤層を介して積層された前記保護フィルムとで構成してもよい。
【０１８５】
　前記接着剤層を形成する接着剤（又は粘着剤）としては、特に限定されず、慣用の接着
剤、例えば、アクリル系接着剤、ウレタン系接着剤、エポキシ系接着剤などが挙げられ、
前記偏光膜と偏光膜用保護フィルムとを充分に接着するものであればいかなるものでもよ
い。また、接着剤層は、種々の添加剤、安定剤（熱安定剤、紫外線吸収剤、酸化防止剤な
ど）、可塑剤、着色剤、難燃剤、帯電防止剤、粘度調整剤などを含んでいてもよい。接着
剤層の厚みは、固形分換算で、例えば、０．１～８０μｍ程度の範囲から選択でき、通常
、１～６０μｍ、好ましくは２～５０μｍ、さらに好ましくは５～４０μｍ程度であって
もよい。
【０１８６】
　前記接着剤層を有する偏光レンズは、前記接着剤を用い、偏光膜の片面又は両面に前記
保護フィルムを積層することにより製造できる。この方法において、通常、偏光膜（偏光
フィルム又はシート）の両面に、前記保護フィルムを貼り合わせる場合が多い。接着剤で
偏光膜と前記保護フィルムとを貼り合わせた後、適当な温度（例えば、３０～７０℃程度
）でエージング処理してもよい。
【０１８７】
　なお、接着剤は、塗工性を調整するため、有機溶媒、例えば、炭化水素類（ヘキサンな
どの脂肪族炭化水素類、シクロヘキサンなどの脂環族炭化水素類、トルエンなどの芳香族
炭化水素類）、ハロゲン化炭化水素類、エステル類（酢酸エチルなど）、ケトン類（アセ
トン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトンなど）、エーテル類（ジオキサン、
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テトラヒドロフランなど）などを含んでいてもよい。エーテル類は、エチレングリコール
ジエチルエーテルなどのアルキレングリコールジアルキルエーテル、エチレングリコール
モノエチルエーテルモノアセテートなどのアルキレングリコールアルキルエーテルアセテ
ートなどであってもよい。有機溶媒は単独で又は２種以上組みあわせてもよい。
【０１８８】
　前記偏光性レンズは、種々の加工に供することにより成形（又は成形加工）してもよい
。特に、サングラス、眼鏡などの光学部材の用途では、曲げ加工［曲面形状（例えば、凸
面状又は球面形状（一方の面が凸面状、他方の面が凹面状）など］により成形加工して偏
光レンズを製造する場合が多い。
　このように、前記偏光レンズは、曲面形状を有する偏光レンズ［又は曲げ加工（凸形状
加工）された偏光レンズ］であってもよい。
【０１８９】
　曲面形状を有する偏光レンズにおいて、曲率半径は、特に限定されないが、通常、２０
～１４０ｍｍ、好ましくは４０～１２０ｍｍ、さらに好ましくは６０～１００ｍｍ程度で
あってもよい。
【０１９０】
　曲面形状を有する偏光レンズは、偏光膜の少なくとも一方の面（特に両面）に前記保護
フィルムを積層し（通常、接着剤を用いて積層し）、曲げ加工（特に、熱成形により曲げ
加工）することにより得ることができる。曲げ加工（曲面形状加工）は、通常、熱成形に
より行うことができる。熱成形方法は、特に限定されないが、単曲面成形法、複曲面成形
法（真空成形、自由吹込成形、圧空成形、熱プレス成形など）などの方法が挙げられるが
、特に好ましい熱成形方法は真空成形である。熱成形温度は、通常、保護フィルムを構成
するプラスチック材料のガラス転移温度Ｔｇよりも４０～５０℃低い温度（通常、９０℃
）～（Ｔｇ＋２０℃）程度の温度である場合が多く、例えば、９０℃以上（例えば、９０
～２００℃）、好ましくは１００～１９０℃、さらに好ましくは１１０～１６０℃程度で
あってもよい。
【０１９１】
　また、上述の偏光レンズは、少なくとも一方の保護フィルム上に熱成形性樹脂層を有す
る複合積層体で構成してもよい。該熱成形性樹脂層は、保護フィルムの両面に形成しても
よく、片面に形成してもよい。片面に成形又は形成する場合、通常、保護フィルムの出射
光側（眼に接する側、内側）に熱成形性樹脂層を形成してもよい。
　熱成形性樹脂層は、特許第4764350号に記載の樹脂、厚み、成形方法等に準じて形成す
ることができる。
【０１９２】
　本発明の偏光レンズにおける前記保護フィルムはポリアミド系樹脂で構成されているこ
とが好ましい。保護フィルムはポリアミド系樹脂で構成されている場合、意匠性に優れる
とともに、成形加工性や機械的特性（機械的強度など）に優れており、例えば、打ち抜き
加工、孔あけ加工などに供しても、割れやクラックなどを生じることなく成形できる。さ
らに、ポリアミド系樹脂（特に、脂環族ポリアミド系樹脂）で構成されている場合、耐薬
品性に優れ、例えば、可塑剤（ジエチルフタレート等）を含むセルロースアセテート樹脂
製眼鏡フレームなどと直接接触させても、割れなどを生じることがなく、耐久性が高い。
【０１９３】
［ハードコート層の形成］
　本発明のプラスチックレンズにおけるハードコート層は、上記のようにして調製した本
発明の硬化性組成物（ハードコーティング剤）を上記のプラスチックレンズ基材の少なく
とも一方の面に塗布した後に硬化させることにより形成することができる。
　なお、本発明のプラスチックレンズにおける本発明のハードコート層は、上記プラスチ
ックレンズ基材の一方の表面（片面）のみに形成されていてもよいし、両方の表面（両面
）に形成されていてもよい。
　また、本発明のプラスチックレンズにおける本発明のハードコート層は、上記プラスチ
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ックレンズ基材のそれぞれの表面において、一部のみに形成されていてもよいし、全面に
形成されていてもよい。
【０１９４】
　本発明の硬化性組成物（ハードコート剤）の塗布（コート）方法としては、ディップコ
ート法、スピンコート法、スプレー法、フロー法などの公知の塗布方法によりプラスチッ
クレンズ基材に、ハードコート剤を塗布することができる。塗布されたハードコート剤は
、必要に応じて溶剤を乾燥によって除去した後、例えば、活性エネルギー線の照射、及び
／又は、加熱することにより硬化させることができる。
【０１９５】
　上記活性エネルギー線としては、例えば、赤外線、可視光線、紫外線、Ｘ線、電子線、
α線、β線、γ線等のいずれを使用することもできる。中でも、取り扱い性に優れる点で
、紫外線が好ましい。塗布されたハードコーティング剤を活性エネルギー線の照射により
硬化させる際の条件（活性エネルギー線の照射条件等）は、照射する活性エネルギー線の
種類やエネルギー、プラスチックレンズの形状やサイズ等に応じて適宜調整することがで
き、特に限定されないが、紫外線を照射する場合には、例えば１～１０００ｍＪ／ｃｍ2

程度とすることが好ましい。なお、活性エネルギー線の照射には、例えば、高圧水銀ラン
プ、超高圧水銀ランプ、キセノンランプ、カーボンアーク、メタルハライドランプ、太陽
光、ＬＥＤランプ、レーザー等を使用することができる。活性エネルギー線の照射後には
、さらに加熱処理（アニール、エージング）を施してさらに硬化反応を進行させることが
できる。
【０１９６】
　一方、塗布されたハードコーティング剤を加熱により硬化させる際の条件は、特に限定
されないが、例えば、３０～２００℃が好ましく、より好ましくは５０～１９０℃である
。硬化時間は適宜設定可能である。なお、上記プラスチック材料としてチオウレタン系樹
脂を使用した場合の硬化温度としては、１３０℃以下が好ましい。１３０℃を超える温度
で硬化させる場合、プラスチックレンズ基材が変形したり、変色したりする可能性がある
。
【０１９７】
　本発明のハードコート層の厚み（プラスチックレンズ基材の両面に本発明のハードコー
ト層を有する場合は、それぞれのハードコート層の厚み）は、特に限定されないが、１～
２００μｍが好ましく、より好ましくは３～１５０μｍである。特に、本発明のハードコ
ート層は、薄い場合（例えば、厚み５μｍ以下の場合）であっても、表面の高硬度を維持
すること（例えば、鉛筆硬度をＨ以上とすること）が可能である。また、厚い場合（例え
ば、厚み５０μｍ以上の場合）であっても、硬化収縮等に起因するクラック発生等の不具
合が生じにくいため、厚膜化によって鉛筆硬度を著しく高めること（例えば、鉛筆硬度を
９Ｈ以上とすること）が可能である。
【０１９８】
　本発明のハードコート層のヘイズは、特に限定されないが、５０μｍの厚みの場合で、
１．５％以下が好ましく、より好ましくは１．０％以下である。なお、ヘイズの下限は、
特に限定されないが、例えば、０．１％である。ヘイズを特に１．０％以下とすることに
より、例えば、非常に高い透明性が要求されるレンズへの使用に適する傾向がある。本発
明のハードコート層のヘイズは、ＪＩＳ　Ｋ７１３６に準拠して測定することができる。
【０１９９】
　本発明のハードコート層の全光線透過率は、特に限定されないが、５０μｍの厚みの場
合で、８５％以上が好ましく、より好ましくは９０％以上である。なお、全光線透過率の
上限は、特に限定されないが、例えば、９９％である。全光線透過率を８５％以上とする
ことにより、例えば、非常に高い透明性が要求されるレンズへの使用に適する傾向がある
。本発明のハードコート層の全光線透過率は、ＪＩＳ　Ｋ７３６１－１に準拠して測定す
ることができる。
【０２００】
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　本発明のプラスチックレンズの本発明のハードコート層表面の鉛筆硬度は、特に限定さ
れないが、Ｈ以上が好ましく、より好ましくは２Ｈ以上、さらに好ましくは６Ｈ以上であ
る。なお、鉛筆硬度は、ＪＩＳ　Ｋ５６００－５－４に記載の方法に準じて評価すること
ができる。
【０２０１】
　前記方法にてプラスチックレンズ基材上に形成されたハードコート層の表面に、蒸着コ
ート膜を形成してもよい。
　なお、本発明のプラスチックレンズにおける本発明の蒸着コート膜は、上記ハード層の
一方の表面（片面）のみに形成されていてもよいし、両方の表面（両面）に形成されてい
てもよい。
　また、本発明のプラスチックレンズにおける本発明の蒸着コート膜は、上記ハードコー
ト層のそれぞれの表面において、一部のみに形成されていてもよいし、全面に形成されて
いてもよい。
【０２０２】
　上記蒸着コート膜は、好ましくは上記ハードコート層に公知の蒸着コート膜処理を特に
制限なく適用することにより形成することができる。蒸着コート膜としては、特に限定さ
れないが、例えば、反射防止膜（ＡＲコート膜）と、ミラーコート膜等が挙げられる。
　ＡＲコート膜は、ハードコート層の上に金属酸化物被膜の単層または多層で構成される
。金属酸化物の材質としては、ＳｉＯ2、ＺｒＯ2，Ａｌ2Ｏ3、ＴｉＯ2　などが一般的に
使用される。
　ミラーコート膜は、ハードコート層の上に金属酸化物被膜及び金属膜の多層で構成され
る。金属酸化物の材質としては、ＳｉＯ2、ＺｒＯ2，Ｙ2Ｏ3、ＴｉＯ2、Ｎｂ2Ｏ5、Ａｌ2

Ｏ3、Ｔａ2Ｏ5などが一般的に資料される。金属膜の材質としては、Ｃｒ、Ｔａ、Ｎｂ、
Ｔｉ，Ｚｒ等が挙げられ、求めるミラーの色相に応じてこれらを使用される。
【０２０３】
　金属酸化物被膜、および金属膜等の蒸着コート膜の成膜方法は、例えば真空蒸着法、イ
オンプレーティング法、スパッタリング法、ＣＶＤ法、飽和溶液中での化学反応により析
出させる方法等を採用することができる。真空蒸着法においては、蒸着中にイオンビーム
を同時に照射するイオンビームアシスト法を用いてもよい。
【０２０４】
　蒸着コート膜の層間には、有機被膜が挿入されていてもよい。有機被膜の材質は、ハー
ドコート層や蒸着コート膜等の屈折率を考慮して選定され、真空蒸着法の他、スピンコー
ト法、ディップコート法などの量産性に優れた塗装方法で成膜することができる。
【０２０５】
　また、蒸着コート膜を形成する際には、予めハードコート層の表面処理を行なうことが
望ましい。この表面処理の具体的例としては、酸処理、アルカリ処理、紫外線照射処理、
アルゴンもしくは酸素雰囲気中での高周波放電によるプラズマ処理、アルゴンや酸素もし
くは窒素などのイオンビーム照射処理などが挙げられる。
【０２０６】
　本発明のプラスチックレンズの少なくとも一方の面には、必要に応じて、種々の公知の
加工処理、例えば、防曇処理、防汚処理などをさらに施してもよく、これらの複数の加工
処理を組み合わせて処理してもよい。
【０２０７】
　防曇処理は親水性樹脂で表面を被覆することにより行うことができ、防汚処理は低表面
張力の物質（シリコーン系又はフッ素系物質）で表面を被覆することにより行うことがで
きる。
【０２０８】
　本発明のプラスチックレンズは、ハードコート層が本発明のポリオルガノシルセスキオ
キサンを含む硬化性組成物（ハードコーティング剤）の硬化物により形成されているため
、基本特性である表面硬度や耐擦傷性が高いことに加えて、プラスチックレンズ基材とハ
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ードコート層との屈折率差が小さく、干渉縞が生じにくい。また、ハードコート層の屈折
率を調整するために高価な高屈折率を示す金属酸化物粒子を配合する必要がないため経済
的であり、さらに、紫外線による変色が生じにくく、屈曲性などの機械特性も高い。
　従って、本発明のプラスチックレンズは、眼鏡のレンズ基材、例えば、サングラス（度
付きサングラスを含む）、ゴーグルなどの光学用基材（又は光学用部材）などにおいて有
用である。特に、本発明のプラスチックレンズの基材がポリアミド系樹脂（非結晶性又は
結晶性ポリアミド系樹脂、特に、微結晶性を有する脂環族ポリアミド系樹脂）で構成され
ている場合、成形加工性に優れるので、眼鏡（例えば、フレームのない眼鏡）のレンズ（
偏光レンズ）などに有用である。
【実施例】
【０２０９】
　以下に、実施例に基づいて本発明をより詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例に
より限定されるものではない。なお、生成物の分子量の測定は、Ａｌｌｉａｎｃｅ　ＨＰ
ＬＣシステム　２６９５（Ｗａｔｅｒｓ製）、Ｒｅｆｒａｃｔｉｖｅ　Ｉｎｄｅｘ　Ｄｅ
ｔｅｃｔｏｒ　２４１４（Ｗａｔｅｒｓ製）、カラム：Ｔｓｋｇｅｌ　ＧＭＨHR－Ｍ×２
（東ソー（株）製）、ガードカラム：Ｔｓｋｇｅｌ　ｇｕａｒｄ　ｃｏｌｕｍｎ　ＨHRＬ
（東ソー（株）製）、カラムオーブン：ＣＯＬＵＭＮ　ＨＥＡＴＥＲ　Ｕ－６２０（Ｓｕ
ｇａｉ製）、溶媒：ＴＨＦ、測定条件：４０℃により行った。また、生成物におけるＴ２
体とＴ３体の割合［Ｔ３体／Ｔ２体］の測定は、ＪＥＯＬ　ＥＣＡ５００（５００ＭＨｚ
）による29Ｓｉ－ＮＭＲスペクトル測定により行った。
【０２１０】
調製例１：ハードコート液１の調製及びハードコートフィルムの表面硬度・耐擦傷性評価
　温度計、攪拌装置、還流冷却器、及び窒素導入管を取り付けた１０００ミリリットルの
フラスコ（反応容器）に、窒素気流下で２－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エチル
トリメトキシシラン２７７．２ミリモル（６８．３０ｇ）、フェニルトリメトキシシラン
３．０ミリモル（０．５６ｇ）、及びアセトン２７５．４ｇを仕込み、５０℃に昇温した
。このようにして得られた混合物に、５％炭酸カリウム水溶液７．７４ｇ（炭酸カリウム
として２．８ミリモル）を５分で滴下した後、水２８００．０ミリモル（５０．４０ｇ）
を２０分かけて滴下した。なお、滴下の間、著しい温度上昇は起こらなかった。その後、
５０℃のまま、重縮合反応を窒素気流下で５時間行った。
　その後、反応溶液を冷却すると同時に、メチルイソブチルケトン１３７．７０ｇと５％
食塩水１００．６０ｇとを投入した。この溶液を１Ｌの分液ロートに移し、再度メチルイ
ソブチルケトン１３７．７０ｇを投入し、水洗を行った。分液後、水層を抜き取り、下層
液が中性になるまで水洗を行い、上層液を分取した後、１ｍｍＨｇ、５０℃の条件で上層
液から溶媒を留去し、メチルイソブチルケトンを２５重量％含有する無色透明で液状の生
成物（脂環エポキシ基含有低分子量ポリオルガノシルセスキオキサン）を６４．１５ｇ得
た。
　生成物を分析したところ、数平均分子量は１８８４であり、分子量分散度は１．５２で
あった。上記生成物の29Ｓｉ－ＮＭＲスペクトルから算出されるＴ２体とＴ３体の割合［
Ｔ３体／Ｔ２体］は１０．６であった。
【０２１１】
　６ｃｃの茶褐色サンプル瓶に、上記で得られた脂環エポキシ基含有低分子量ポリオルガ
ノシルセスキオキサン１.０９ｇ［ＭＩＢＫ２５重量％含有物として０．８２ｇ］、商品
名「ＷＰＩ－１２４」（和光純薬工業（株）製、光酸発生剤の５０％溶液）１３．２ｍｇ
［５０％溶液として１３．２ｍｇ］、商品名「ＢＹＫ－３０７」（ビックケミー（株）製
、レベリング剤）３．３ｍｇ、及びメチルイソブチルケトン０．２８ｇを入れて、バイブ
レーターで攪拌混合し、硬化性組成物（ハードコート液１）を作製した。
　上記で得られたハードコート液１を、ＰＥＴフィルム（商品名「Ａ４３００」、東洋紡
（株）製）上に、硬化後のハードコート層の厚さが４０μｍとなるようにワイヤーバーを
使用して流延塗布した後、１２０℃のオーブン内で１０分間放置（プレベイク）し、次い
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で紫外線を照射した（照射条件（照射量）：４３０ｍＪ／ｃｍ2、照射強度：１６０Ｗ／
ｃｍ2）。最後に８０℃で２時間熱処理（エージング）することによって、上記ハードコ
ート液１の塗工膜を硬化させ、ハードコート層を有するハードコートフィルムを作製した
。
　上記で得たハードコートフィルムにおけるハードコート層表面の鉛筆硬度を、ＪＩＳ　
Ｋ５６００－５－４に準じて評価した結果、９Ｈであった。
　また、上記で得たハードコートフィルムにおける表面（ハードコート層の表面）に対し
、荷重１０００ｇ／ｃｍ2にて所定の回数、＃００００スチールウールを往復させた。５
００回毎に下記の基準にて表面に付いた傷の有無を目視で確認し、耐擦傷性を評価した。
　ＯＫ：所定の回数にて傷が見られない
　ＮＧ：所定の回数にて傷が見られる
　その結果、５００回でＯＫ、１０００回でＮＧであった。
　上記ハードコート層の屈折率を測定したところ、１．５５７であった。
　屈折率の測定は、商品名「ＭＯＤＥＬ２０１０／Ｍプリズムカプラー」（Ｍｅｔｒｉｃ
ｏｎ社製）を使用し、２５℃、波長５８９．３ｎｍ（ナトリウムのＤ線）で測定した。
【０２１２】
比較調製例１：ハードコート液２の調製及びハードコートフィルムの表面硬度・耐擦傷性
評価
　温度計、攪拌装置、還流冷却器、及び窒素導入管を取り付けた１０００ミリリットルの
フラスコ（反応容器）に、窒素気流下で３－グリシジルオキシプロピルトリメトキシシラ
ン３００．０ミリモル（７０．９ｇ）、及びアセトン２８３．６ｇを仕込み、５０℃に昇
温した。このようにして得られた混合物に、５％炭酸カリウム水溶液８．２９ｇ（炭酸カ
リウムとして３．０ミリモル）を５分で滴下した後、水３０００．０ミリモル（５４．０
０ｇ）を２０分かけて滴下した。なお、滴下の間、著しい温度上昇は起こらなかった。そ
の後、５０℃のまま、重縮合反応を窒素気流下で５時間行った。
　その後、反応溶液を冷却すると同時に、メチルイソブチルケトン１４１．８ｇと５％食
塩水１０４．２ｇとを投入した。この溶液を１Ｌの分液ロートに移し、再度メチルイソブ
チルケトン１４１．８ｇを投入し、水洗を行った。分液後、水層を抜き取り、下層液が中
性になるまで水洗を行い、上層液を分取した後、１ｍｍＨｇ、５０℃の条件で上層液から
溶媒を留去し、メチルイソブチルケトンを２５重量％含有する無色透明で液状の生成物（
グリシジル基含有低分子量ポリオルガノシルセスキオキサン）を６７．４０ｇ得た。
　生成物を分析したところ、数平均分子量は１５６８であり、分子量分散度は１．３６で
あった。上記生成物の29Ｓｉ－ＮＭＲスペクトルから算出されるＴ２体とＴ３体の割合Ｔ
３体／Ｔ２体］は１７．１であった。
【０２１３】
　６ｃｃの茶褐色サンプル瓶に、上記で得られたグリシジル基含有低分子量ポリオルガノ
シルセスキオキサン１．０９ｇ［ＭＩＢＫ２５重量％含有物として０．８２ｇ］、商品名
「ＷＰＩ－１２４」（和光純薬工業（株）製、光酸発生剤の５０％溶液）１４．３ｍｇ［
５０％溶液として１４．３ｍｇ］、商品名「ＢＹＫ－３０７」（ビックケミー（株）製、
レベリング剤）３．６ｍｇ、及びメチルイソブチルケトン０．２０ｇを入れて、バイブレ
ーターで攪拌混合し、硬化性組成物（ハードコート液２）を作製した。
　上記で得られたハードコート液２を、ＰＥＴフィルム（商品名「Ａ４３００」、東洋紡
（株）製）上に、硬化後のハードコート層の厚さが４０μｍとなるようにワイヤーバーを
使用して流延塗布した後、１２０℃のオーブン内で１０分間放置（プレベイク）し、次い
で紫外線を照射した（照射条件（照射量）：４３０ｍＪ／ｃｍ2、照射強度：１６０Ｗ／
ｃｍ2）。最後に８０℃で２時間熱処理（エージング）することによって、上記ハードコ
ート液２の塗工膜を硬化させ、ハードコート層を有するハードコートフィルムを作製した
。
　上記で得たハードコートフィルムにおけるハードコート層表面の鉛筆硬度を、ＪＩＳ　
Ｋ５６００－５－４に準じて評価した結果、２Ｈであった。
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　また、上記で得たハードコートフィルムにおける表面（ハードコート層の表面）に対し
、荷重１０００ｇ／ｃｍ2にて所定の回数、＃００００スチールウールを往復させた。１
０回毎に下記の基準にて表面に付いた傷の有無を目視で確認し、耐擦傷性を評価した。
　ＯＫ：所定の回数にて傷が見られない
　ＮＧ：所定の回数にて傷が見られる
　その結果、１０回でＯＫ、２０回でＮＧであった。
　上記ハードコート層の屈折率を上記調製例１と同様の方法により測定したところ、１．
５２であった。
【０２１４】
調製例２：ハードコート液３の調製及びハードコートフィルムの表面硬度・耐擦傷性評価
　調製例１で製造したメチルイソブチルケトンを２５重量％含有する無色透明で液状の生
成物（脂環エポキシ基含有低分子量ポリオルガノシルセスキオキサン）７５ｇを用いて、
分子量を上昇させるために以下の操作を行った。
　温度計、攪拌装置、還流冷却器、及び窒素導入管を取り付けた１０００ミリリットルの
フラスコ（反応容器）に、窒素気流下に調製例１で得られた脂環エポキシ基含有低分子量
ポリオルガノシルセスキオキサンを含む混合物（７５ｇ）を仕込み、脂環エポキシ基含有
低分子量ポリオルガノシルセスキオキサンの正味含有量（５６．２ｇ）に対して水酸化カ
リウムを１００ｐｐｍ（５．６ｍｇ）、水を２０００ｐｐｍ（１１２ｍｇ）添加し、８０
℃で１８時間加熱した時点でサンプリングして分子量を測定したところ、数平均分子量Ｍ
ｎが４２００まで上昇しており、その後室温まで冷却し、メチルイソブチルケトンを３０
０ｍＬ添加し、水を３００ｍＬ添加し、水洗を繰り返すことでアルカリ成分を除去して濃
縮すると、メチルイソブチルケトンを２５重量％含有する無色透明で液状の生成物（本発
明の脂環エポキシ基含有高分子量ポリオルガノシルセスキオキサン１）を７４．５ｇ得た
。
　生成物を分析したところ、数平均分子量は４２００であり、分子量分散度は２．２であ
った。上記生成物の29Ｓｉ－ＮＭＲスペクトルから算出されるＴ２体とＴ３体の割合Ｔ３
体／Ｔ２体］は３２であった。
【０２１５】
　６ｃｃの茶褐色サンプル瓶に、上記で得られた脂環エポキシ基含有高分子量ポリオルガ
ノシルセスキオキサン１．０９ｇ［ＭＩＢＫ２５重量％含有物として０．８２ｇ］、商品
名「ＷＰＩ－１２４」（和光純薬工業（株）製、光酸発生剤の５０％溶液）１３．２ｍｇ
［５０％溶液として１３．２ｍｇ］、商品名「ＢＹＫ－３０７」（ビックケミー（株）製
、レベリング剤）３．３ｍｇ、及びメチルイソブチルケトン０．２８ｇを入れて、バイブ
レーターで攪拌混合し、硬化性組成物（ハードコート液３）を作製した。
　上記で得られたハードコート液３を、ＰＥＴフィルム（商品名「Ａ４３００」、東洋紡
（株）製）上に、硬化後のハードコート層の厚さが４０μｍとなるようにワイヤーバーを
使用して流延塗布した後、１２０℃のオーブン内で１０分間放置（プレベイク）し、次い
で紫外線を照射した（照射条件（照射量）：４３０ｍＪ／ｃｍ2、照射強度：１６０Ｗ／
ｃｍ2）。最後に８０℃で２時間熱処理（エージング）することによって、上記ハードコ
ート液３の塗工膜を硬化させ、ハードコート層を有するハードコートフィルムを作製した
。
　上記で得たハードコートフィルムにおけるハードコート層表面の鉛筆硬度を、ＪＩＳ　
Ｋ５６００－５－４に準じて評価した結果、９Ｈであった。
　また、上記で得たハードコートフィルムにおける表面（ハードコート層の表面）に対し
、荷重１０００ｇ／ｃｍ2にて所定の回数、＃００００スチールウールを往復させた。５
００回毎に下記の基準にて表面に付いた傷の有無を目視で確認し、耐擦傷性を評価した。
　ＯＫ：所定の回数にて傷が見られない
　ＮＧ：所定の回数にて傷が見られる
　その結果、５００回でＯＫ、１０００回でＮＧであった。
　上記ハードコート層の屈折率を上記調製例１と同様の方法により測定したところ、１．
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５５７であった。
【０２１６】
実施例１：ハードコートレンズ１の製造及び干渉縞評価
（ハードコート液４の調製）
　５００ｃｃの茶褐色サンプル瓶に、調製例１と同様の方法で得られた脂環エポキシ基含
有低分子量ポリオルガノシルセスキオキサン５４．７ｇ［ＭＩＢＫ２５重量％含有物とし
て４１ｇ］、商品名「サンエイドＳＩ－１００」（三新化学工業（株）製、熱カチオン重
合開始剤）１．０ｇ、商品名「サーフロンＳ－２４３」（ＡＧＣセイケミカル（株）製、
フッ素系レベリング剤）０．２５ｇ、及び酢酸エチル１５０ｇを入れて、バイブレーター
で攪拌混合し、硬化性組成物（ハードコート液４）を作製した。
【０２１７】
（ハードコートレンズ１の作成）
　射出成形機（Ｓｏｄｉｃ　Ｐｌａｓｔｅｃｈ社製　Ｔｕｐａｒｌ　ＴＲ１５０Ｓ）にレ
ンズ用金型を取り付け、透明ナイロン樹脂（ダイセル・エボニック社製ＴＲＯＧＡＭＩＤ
　ＣＸ７３２３、屈折率１．５２）を射出成形し、被コート用プラスチックレンズ１（７
６φｍｍ、中心部厚み２．２ｍｍ、曲率６カーブ相当）を作成した。
　上記で得られたハードコート液４を、被コート用プラスチックレンズ１の凸面及び凹面
上に、硬化後のハードコート層の厚さが２．５μｍになるように、ディッピング法により
塗布した後、１００℃のオーブン内で４時間熱処理することによってハードコートレンズ
１を作成した。
【０２１８】
（干渉縞評価）
　３波長型蛍光灯光源でハードコートレンズ１を目視検査した結果、屈折率差による干渉
縞は目視確認できなかった。
（その他の特性）
　耐擦傷性等のプラスチックレンズ用ハードコート材料としては実用上全く問題の無いバ
ランスのとれたハードコート層であることを確認した。
【０２１９】
実施例２：ハードコートフィルム１の製造及び干渉縞評価
（ハードコートフィルム１の作成）
　被コート用フィルム（材質：ポリカーボネート、屈折率：１．５９）の原反から切り出
して、被コート用フィルム１を準備した。
　実施例１で得られたハードコート液４を、被コート用フィルム１の片面上に、硬化後の
ハードコート層の厚さが１０μｍになるように、バーコート法により塗布した後、１００
℃のオーブン内で４時間熱処理することによってハードコートフィルム１を作成した。
【０２２０】
（干渉縞評価）
　３波長型蛍光灯光源でハードコートフィルム１を目視検査した結果、屈折率差による干
渉縞は目視確認できなかった。
【０２２１】
実施例３：ハードコートレンズ２の製造及び干渉縞評価
（ハードコートレンズ２の作成）
　射出成形機（Ｓｏｄｉｃ　Ｐｌａｓｔｅｃｈ社製　Ｔｕｐａｒｌ　ＴＲ１５０Ｓ）にレ
ンズ用金型を取り付け、ポリカーボネート樹脂（三菱エンジニアリングプラスチックス社
製ユーピロンＳ－３０００、屈折率１．５９）を射出成形し、被コート用プラスチックレ
ンズ２（７６φｍｍ、中心部厚み２．２ｍｍ、曲率６カーブ相当）を作成した。
　実施例１で得られたハードコート液４を、被コート用プラスチックレンズ２の凸面及び
凹面上に、硬化後のハードコート層の厚さが２．５μｍになるように、ディッピング法に
より塗布した後、１００℃のオーブン内で４時間熱処理することによってハードコートレ
ンズ２を作成した。
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【０２２２】
（干渉縞評価）
　３波長型蛍光灯光源でハードコートレンズ２を目視検査した結果、屈折率差による干渉
縞は目視確認できなかった。
【０２２３】
実施例４：ハードコートレンズ３の製造及び干渉縞評価
（ハードコート液５の調製）
　５００ｃｃの茶褐色サンプル瓶に、調製例２と同様の方法で得られた脂環エポキシ基含
有高分子量ポリオルガノシルセスキオキサン５４．７ｇ［ＭＩＢＫ２５重量％含有物とし
て４１ｇ］、商品名「サンエイドＳＩ－１００」（三新化学工業（株）製、熱カチオン重
合開始剤）１．０ｇ、商品名「サーフロンＳ－２４３」（ＡＧＣセイケミカル（株）製、
フッ素系レベリング剤）０．２５ｇ、及び酢酸エチル１５０ｇを入れて、バイブレーター
で攪拌混合し、硬化性組成物（ハードコート液５）を作製した。
【０２２４】
（ハードコートレンズ３の作成）
　上記で得られたハードコート液５を、実施例１と同様の方法で得られた被コート用プラ
スチックレンズ１の凸面及び凹面上に、硬化後のハードコート層の厚さが２．５μｍにな
るように、ディッピング法により塗布した後、１００℃のオーブン内で４時間熱処理する
ことによってハードコートレンズ３を作成した。
【０２２５】
（干渉縞評価）
　３波長型蛍光灯光源でハードコートレンズ３を目視検査した結果、屈折率差による干渉
縞は目視確認できなかった。
（その他の特性）
　耐擦傷性等のプラスチックレンズ用ハードコート材料としては実用上全く問題の無いバ
ランスのとれたハードコート層であることを確認した。
【０２２６】
比較例１：ハードコートレンズ４の製造及び干渉縞評価
（ハードコート液６の調製）
　温度計、攪拌装置、還流冷却器、及び窒素導入管を取り付けた１０００ミリリットルの
フラスコ（反応容器）に、窒素気流下でメチルトリエトキシシラン３モル（５３４ｇ）、
水９モル（１６２ｇ）、及び０．１規定塩酸０．０５ミリモル（０．５ｍｌ）を仕込み、
良く混合して８０℃環流下で４時間加熱すると、最初不均一であった液が透明な均一層に
なった。次に蒸留によりエタノール（一部水を含む）を追い出して濃縮し固形分５０％の
溶液とし、更に環流下２０時間熟成した。これを薄型蒸発器で１分以内の短時間で溶剤蒸
発を行い、固体クレーク状の溶媒可溶性のメチルトリエトキシシランの加水分解縮合物（
メチル基含有ポリオルガノシルセスキオキサン）を得た。
　５００ミリリットルのフラスコに、エタノール２７ｇと脱イオン水３ｇを混合して１０
％含水エタノールを調製し、これに上記で得られたメチルトリエトキシシランの加水分解
縮合物の固体クレーク３０ｇを加え激しく撹拌しながら約４０分で完溶し、メチルトリエ
トキシシランの加水分解縮合物の５０％溶液を調製した。別に、エタノール２３ｇ、脱イ
オン水２ｇ、１，８－ジアザビシクロ［５．４．０］ウンデセン－７のフェノール塩（強
アルカリ系硬化剤）１ｇ、及び商品名「フタージェント１００」（（株）ネオス製、フッ
素系レベリング剤）１ｇ、及び酢酸１３ｇをこの順序で加えて良く混合して触媒溶液を調
製した。上記のメチルトリエトキシシランの加水分解縮合物の５０％溶液と触媒溶液を攪
拌混合し、硬化性組成物（ハードコート液６）を作製した。
【０２２７】
（ハードコートレンズ４の作成）
　上記で得られたハードコート液６を、実施例１と同様の方法で得られた被コート用プラ
スチックレンズ１の凸面及び凹面上に、硬化後のハードコート層の厚さが２．５μｍにな
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るように、ディッピング法により塗布した後、１００℃のオーブン内で４時間熱処理する
ことによってハードコートレンズ４を作成した。
【０２２８】
（干渉縞評価）
　３波長型蛍光灯光源でハードコートレンズ４を目視検査した結果、屈折率差による干渉
縞がはっきり確認できた。
【０２２９】
比較例２：ハードコートフィルム２の製造及び干渉縞評価
（ハードコートフィルム２の作成）
　比較例１で得られたハードコート液６を、実施例２で得られた被コート用フィルム１の
片面上に、硬化後のハードコート層の厚さが１０μｍになるように、バーコート法により
塗布した後、１００℃のオーブン内で４時間熱処理することによってハードコートフィル
ム２を作成した。
【０２３０】
（干渉縞評価）
　３波長型蛍光灯光源でハードコートフィルム２を目視検査した結果、屈折率差による干
渉縞がはっきり確認できた。
【０２３１】
比較例３：ハードコートレンズ５の製造及び干渉縞評価
（ハードコートレンズ５の作成）
　比較例１で得られたハードコート液６を、実施例３で得られた被コート用プラスチック
レンズ２の凸面及び凹面上に、硬化後のハードコート層の厚さが２．５μｍになるように
、ディッピング法により塗布した後、１００℃のオーブン内で４時間熱処理することによ
ってハードコートレンズ５を作成した。
【０２３２】
（干渉縞評価）
　３波長型蛍光灯光源でハードコートレンズ５を目視検査した結果、屈折率差による干渉
縞がはっきり確認できた。
【産業上の利用可能性】
【０２３３】
　本発明のプラスチックレンズは、眼鏡のレンズ基材、例えば、サングラス（度付きサン
グラスを含む）、ゴーグルなどの光学用基材（又は光学用部材）などとして有用である。



(48) JP 6889638 B2 2021.6.18

10

20

フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                                        
   Ｃ０９Ｄ 183/04     (2006.01)           Ｃ０９Ｄ  183/04     　　　　        　　　　　
   Ｃ０８Ｇ  77/14     (2006.01)           Ｃ０８Ｇ   77/14     　　　　        　　　　　

(56)参考文献  特開２００２－１２９１０２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１５－２１２３５３（ＪＰ，Ａ）　　　
              国際公開第２０１６／２０３９５７（ＷＯ，Ａ１）　　
              特開２０１７－７１２４（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１７－７１２３（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｇ０２Ｂ　１／１０－　１／１８
              Ｇ０２Ｂ　５／００－　５／１３６
              Ｇ０２Ｂ　５／３０
              Ｃ０８Ｇ７７／１４
              Ｃ０９Ｄ　４／００
              Ｃ０９Ｄ１８３／０４
              Ｇ０２Ｃ　１／００－１３／００
              Ｇ０２Ｂ　１／００－　１／０８


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	overflow

